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１ 計画策定の趣旨 

（１）策定・改定の経緯 

 

悪性新生物（以下「がん」）は、府民の死亡原因の第１位であり、毎年 7,000人を超える

府民の方々が、がんで亡くなられています。 

また、一生のうち、がんに罹る割合は男性で５割以上、女性は約４割と言われており、府

民の生命や健康にとって大きな脅威となっています。 

さらに、がんは加齢により発生のリスクが高まることから、今後、ますます高齢化が進行

する中で、がんに罹患する方は増加することが予測されます。 

 

このため、京都府では、「京都府保健医療計画」の中にがん対策の項目を設けるとともに、

平成２３年（２０１１年）３月に「京都府がん対策推進条例」を制定し、がんの予防、早期

発見、がん医療体制の整備、がんに関する情報提供や患者支援等のがん対策を進めて来まし

たが、現行の計画が策定後５年経過し、取組が一定進んできました。 

また、国においては、がん対策のより一層の推進を図るため、平成24年6月に「がん対策推

進基本計画」が見直され、新たな取り組みの方向性が示されたところです。 

 

このような状況を踏まえ、今後の本府のがん対策をさらに推進するため、「京都府がん対

策推進計画」を策定し、がん対策の重点化、充実化を図るものです。 

 

 

 

（２）基本方針 

 

京都府がん対策推進条例 第1条には、条例の目的として「がんの予防及び早期発見により

がんが府民の健康に及ぼす影響を少なくするとともに、がん患者及びその家族が置かれてい

る状況を深く認識し、療養生活に伴う様々な不安を軽減するため」、「府、府民、市町村及

びがん対策関係者が一体となり、がん対策を総合的に推進する」ことが明記されています。 

 

本計画の基本方針も条例の目的を踏まえ、府民の視点に立ったがん対策を京都府や関係機

関及び関係者が一体となって進めることを基本方針とします。 
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（３）計画の位置付け・計画期間 

 

この計画は、がん対策基本法第11条第１項に規定する「都道府県がん対策推進計画」にあ

たるものです。 

また、京都府がん対策推進条例及び上記の基本方針に掲げる「府、府民、市町村及びがん

対策関係者が一体となり、がん対策を総合的に推進する」ことを実現するため、関係者が取

り組むべき行動計画を併せて定めたものです。 

 

この計画は、「きょうと健やか２１」および本府の医療計画である「京都府保健医療計画」、

介護保険事業支援計画である「京都府高齢者健康福祉計画」とも整合をとり、一体的に推進

します。 

 

計画の期間は、平成25年（2013年）度から29年（2017年）度までの５年間とします。 

 

なお、計画期間内であっても、制度改革や医療提供体制などの状況の変化に対応するため、

見直しを行うことがあります。 
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２ 京都府のがんの現状 

（１）死亡  

京都府の悪性新生物（以下「がん」）による死亡は、死亡者全体の３割を占め、死亡原

因の第１位となっています。 

 

【図１】 京都府の死因別 
死亡割合 

（出典：平成 23年 
人口動態統計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、がんによる死亡数は、年々増加を続け、平成 23年（2011年）には 7,421人と
なっています。 

 

【図２】京都府のがん 

死亡数の推移 

（出典： 
人口動態統計） 
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がんの部位別死亡数をみると、男性では肺がんが最も多く、次いで胃がん、大腸がん

の順であり、女性では肺がんが最も多く、次いで大腸がん、胃がんの順になっています。 

 

 

【図３】京都府の部位別死亡数 男女別（出典：平成 23年人口動態統計） 
 ＜男性＞                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜女性＞ 
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     がんの部位別死亡数の年次推移をみると、男性では肺がん、膵がん、食道がん、前立腺

がんが増加傾向にあります。女性では大腸がん、肺がん、膵がん、乳がんが増加傾向にあ

ります。 
 

【図４】京都府の部位別死亡数の推移 男女別（出典：平成 23年人口動態統計） 
＜男性＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜女性＞ 
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がんの年齢調整死亡率の推移をみると、男女とも近年は減少傾向にあります。 

 

【図５】京都府及び全国のがんの年齢調整死亡率（人口 10万対）の推移 男女別 
    （出典：人口動態統計特殊報告） 

【表１】京都府及び全国のがんの年齢調整死亡率（人口 10万対）の推移 男女別 
（出典：人口動態統計特殊報告） 

 
男 女 

全国 京都府 全国 京都府 

昭和35年 188.2 188.2 132.0 132.3 

昭和40年 195.6 200.7 130.3 141.0 

昭和45年 199.2 194.4 126.9 132.0 

昭和50年 198.9 199.0 121.1 122.3 

昭和55年 210.9 205.4 118.8 118.1 

昭和60年 214.8 218.1 113.1 119.5 

平成２年 215.6 217.1 107.7 111.0 

平成７年 226.1 230.4 108.3 105.6 

平成12年 214.0 219.6 103.5 109.4 

平成17年 197.7 193.6 97.3 97.6 

平成22年 182.4 179.4 92.2 96.5 
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がんの部位別年齢調整死亡率の推移をみると、男性では胃がん、肺がん、肝がんが減

少傾向にあり、大腸がん、前立腺がんも緩やかな減少傾向が見られますが、膵がん、食

道がんに横ばい傾向がみられます。 

 

【図６】京都府及び全国の部位別年齢調整死亡率（人口 10万対）の推移：男性 
（出典：人口動態統計特殊報告） 
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また、女性では胃がん、子宮がん、肝がんが減少傾向にありますが、大腸がん、乳が

ん、膵がんに緩やかな増加傾向がみられます。 

 

【図７】京都府及び全国の部位別年齢調整死亡率（人口 10万対）の推移：女性 
（出典：人口動態統計特殊報告） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、がんの部位別の年齢調整死亡率を全国と比較すると、男性では肺がん、大腸が

んがやや高く、女性では肺がん、大腸がん、膵がんが全国より高くなっています。 
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（２）罹患 

地域がん登録の集計結果によると、京都府のがん罹患数（新たにがんが発見された人）

は年々増加しており、平成20年（2008年）では14,672人（男性8,198人、女性6,474人）

となっています。 

 

【図８】京都府のがん罹患数の推移（出典：京都府地域がん登録） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※近年、がん登録の届出数が飛躍的に増加していることが、罹患数の大幅な増加に寄

与している可能性があることに留意する必要があります。 
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【図９】京都府の部位別罹患数（出典：平成 20年京都府地域がん登録） 
がんの部位別では、大腸がん、胃がん、肺がんの順に多く、男女別に見ると男性では胃

がん、大腸がん、肺がん、女性では大腸がん、乳がん、胃がんの順となっています。 

 

＜男女計＞ 

 

＜男女別＞ 
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３ 全体目標 

計画に基づく各施策が目指す全体目標として、以下の３つを設定します。 

 

（１） がんによる死亡者の減少 

○がんは、本府において昭和56年（1981年）より死因の第１位であり、がんによる死亡

者は今後も増加していくことが推測されます。 

○このため、たばこ対策などによる「がんの予防」、がん検診の推進などによる「がん

の早期発見」、「がん医療」の充実など、本計画に定める分野別施策を総合的に推進

することによって、がんによる死亡者を減少させることを目標とします。 

○ただし、高齢化の影響を極力取り除いた精度の高い指標とすることが適当であること

から、「がんの年齢調整死亡率（75歳未満）の減少」を指標とします。 

○たばこ対策やがん医療等の取組により、がんの年齢調整死亡率は減少していますが、

より一層の低下を目指すこととし、目標値については前計画策定時点から20％以上の

減少とします。 

 

目標項目 現状値 目標値 

がんの年齢調整死亡率 

（75歳未満 人口10万対） 
81.8 (平成23年) 

71.8(平成29年) 

※89.8(平成17年：前計画策定時点

の最新値)から20％の減少 

 

（参考）75歳未満年齢調整死亡率（人口 10万対）の推移 

 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21  H22 H23 

全国 108.4  108.3  106.3  105.6  104.3  102.6  100.3  97.0  94.7  94.9  92.4  90.0  88.5  87.2  84.4  84.3  83.1 

京都 104.8  107.2  105.4  109.2  104.2  106.2  98.0  100.2  92.4  94.3  89.8  90.3  86.1  85.8  84.4  84.8  81.8 
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（２） がん患者およびその家族の苦痛の軽減ならびに療養生活の質の維持向上 

 

○がん患者の多くは、がんの痛みや治療の副作用等の身体的な苦痛を抱えると同時に、

精神的な不安を抱えています。また家族も患者同様、様々な不安を抱えています。 

○また、患者やその家族が安心して療養生活を送るためには、がんに関する正しい知識

を持ち、納得して治療を受けることも重要です。 

○こうしたことから、がんと診断されたときからの緩和ケアの実施やインフォームドコ

ンセントの実施をはじめ、がん医療に関する相談支援および情報提供をすすめること

により、「がん患者およびその家族の苦痛や精神的不安の軽減ならびに療養生活の質

の維持向上」を実現することを目標とします。 

 

目標項目 

がん患者およびその家族の苦痛や精神的不安の軽減ならびに療養生活の質の維持向上 

 

 

（３）がんになっても安心して暮らせる社会の構築 

 

○がん患者とその家族は、病気により社会とのつながりを失うことに対する不安や仕事

と治療の両立が難しいなどの社会的苦痛も抱えています。 

○このため、がん患者とその家族の精神心理的・社会的苦痛を和らげるため、新たに、

がん患者とその家族を社会全体で支える取組を実施することにより、「がんになって

も安心して暮らせる社会の構築」を実現することを目標とします。 

 

目標項目 

がんになっても安心して暮らせる社会の構築 
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４ 分野別施策及び目標 

京都府では、これらの目標を達成するために、（１）がん予防、（２）がんの早期発見、

（３）がん医療体制の整備・充実、（４）がんに関する相談支援・情報提供の施策の 4つ

の柱に沿って取組を進めていくこととします。 

【図10】施策の4つの柱と全体目標の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅医療の充実 

精度管理・検診従
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（１）がん予防 

  ①がんの教育・普及啓発 

   ア.分野別目標 

目標項目 

がんの病態や予防・早期発見・治療に関する教育の充実 

 
イ.現状・課題と方向性 

       a.現状 

○がんの予防・早期発見等の健康問題については子どもの頃から教育すること

が重要であり、学校では保健体育の授業等で、健康の保持増進と疾病の予防

といった観点から、がんの予防も含めた健康教育に取り組んでいます。 
○企業や健康保険組合等の医療保険者においては、職員の健康づくり講座等で

がんの予防や検診に関する普及啓発に努めています。 
○また、府職員、医療関係者による学校・企業に対する出前講座により、たば

この健康への影響等に関する教育が行われています。 
○平成 24年 6月に、国において策定された「がん対策推進基本計画」におい
ては、がん教育の在り方を検討し、試行的取組や副読本の作成、民間団体の

教育活動の支援などに取り組むこととされています。 

 
        b.課題 

○予防・検診に関するがんの教育・普及啓発をさらに普及させるとともに、が

んに関する正しい理解の普及やがん患者に対する偏見をなくしていくため、

がんの病態等に関する教育・普及啓発にも取り組んでいく必要があります。 
○特に、学校でのがん教育を普及させていくためには、生徒だけでなく、学校

に関わる教育関係者・医療従事者の知識の向上を図っていく必要があります。 
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c.施策の方向 

(a) 府は、がんの教育や府民に対する普及啓発の強化・環境整備のため、医

療従事者とがん経験者による教育実践チーム（「生命
い の ち

」のがん教育推進プ

ロジェクト）を整備し、教育機関においてがんの病態や予防・早期発見・

治療に関する教育が充実されるよう教育関係者・医療関係者・患者団体

等に対し働きかけます。 

(b) 府は、教育機関に対して副読本を配布するなど、がんに関する教材の普

及を図ります。 

(c) 府は、教員等学校教育に携わる者に対する研修の場を活用する等して、

がんの病態や予防・早期発見・治療に関する情報を提供します。 

(d) 医療関係団体・患者団体等は、府や教育機関からの要請に積極的に協力

します。 

(e) 府は、がんに関する講座への講師派遣や啓発媒体の配布など府民に対す

る、がんに関する知識の普及啓発に努めます。また、普及啓発に当たっ

ては京都府がん対策推進府民会議による連携の枠組みを活かし、特に企

業、職域保健関係者と連携した取組を重点的に実施します。 

(f) 府は、がん検診の受診勧奨等がんに関する知識の普及啓発に積極的な企

業を認証・表彰します。 

(g) 府は、教育・普及啓発に取り組んでいる関係団体を紹介・周知するなど、

がんの教育・普及啓発に関する取組を支援します。 

 
      d.施策目標 

目標項目 現状値 目標値 

小・中・高等学校における

がん教育の実施数 
-（平成23年度） 200（平成29年度） 

がんについての従業員向

けセミナーを開催する企

業数 

-（平成24年度） 400（29年度累計） 
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②たばこ対策 

 
○喫煙は、さまざまながんの原因の中でも最も大きな要因であると言われており、肺

がんの死亡率が全国よりも高い京都府においては、たばこ対策は重要です。 
○京都府における成人喫煙率は全国よりも低く、徐々に低下しています。 

 
【表２】京都府の喫煙率の推移（出典：国民生活基礎調査） 

 平成13年 平成16年 平成19年 平成22年 

男女計 
全国 27.8％ 26.1％ 23.6％ 19.5％ 

京都 24.8％ 24.5％ 22.0％ 17.7％ 

男 
全国 43.9％ 40.9％ 36.3％ 30.2％ 

京都 34.7％ 38.0％ 33.1％ 27.2％ 

女 
全国 15.8％ 12.5％ 11.8％ 9.6％ 

京都 11.7％ 12.6％ 11.7％ 9.1％ 

 

 

   ア.分野別目標 

目標項目 

未成年者の喫煙防止、喫煙率の低下及び受動喫煙の防止による、がんの予防 

 
 

イ.各施策の現状・課題と方向性 
（ア)防煙（未成年者の喫煙防止） 

       a.現状 

○京都府では、たばこの健康に与える影響に関する知識を正しく伝えるため、

街頭、マスメディアやパンフレット等による啓発、健康出前講座の実施等に

取り組んでいます。 
○また、民間団体等による防煙教育が中学生等を対象に実施されています。 
○学校では、保健体育の授業や薬物乱用防止教室等を通じて、たばこの健康に

与える影響等に関する教育を行っています。 
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       b.課題 
○引き続き、たばこの健康に与える影響に関する普及啓発に努めるとともに、

たばこ対策に取り組む民間団体等を支援するなど、防煙教育の普及を図る必

要があります。 
○未成年者がたばこを入手できない環境づくりを進める必要があります。 

 
c.施策の方向 

            (a) 府、市町村及び医療関係者は、世界禁煙デーに合わせたシンポジウムや

防煙セミナーの開催、大学への啓発媒体の配布やマスメディアと連携し

た広報など、府民に対し、たばこの健康に対する影響についての正しい

知識を普及します。 

(b) 府は、教育機関において防煙教育が充実されるよう働きかけるとともに、

広く医療関係者に協力を求めるなど、防煙教育を推進します。 

(c) 学校及び教育関係者は、医療関係者等と連携の上防煙教育を充実します。 

(d) 府は、教員等学校教育に携わる者に対する研修の場を活用する等して、

たばこの健康への影響やがんに関する知識に関する情報を提供します。 

(e) 京都府がん対策推進府民会議は、コンビニエンスストア等における年齢

確認の徹底など、未成年者がたばこを入手できない環境づくりを府民運

動として展開します。 

 
          d.施策目標 

目標項目 現状値 目標値 

小・中・高等学校におけ

る防煙教育の実施数 
-（平成23年度） 200（平成29年度） 

未成年の喫煙率 -（平成24年） 0％（平成29年） 

 
（イ)禁煙支援 

       a.現状 

○京都府では、たばこをやめたい方に対する支援として、保健所による禁煙相

談を行っています。また、市町村においては、禁煙教室等の個別健康教育を

実施しています。 
○また、一定の喫煙量と喫煙期間の条件を満たす者は、医療機関での禁煙治療

が保険適用となっています。 
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b.課題 

○禁煙治療をさらに普及し、たばこをやめたい方がやめやすい環境をつくる必

要があります。 

○また、特に、喫煙者への禁煙支援の中で、妊婦の禁煙支援、経産婦の再喫煙

防止を徹底する必要があります。 

 

c.施策の方向 

            (a) がん拠点病院等の病院や一般診療所は、禁煙に関する相談や治療の提供

体制を充実します。また、歯科診療所や薬局は禁煙指導を行う体制を充

実します。 

(b) 市町村や医療関係者は、健診・受診の機会を活用し、禁煙を働きかける

とともに、希望者に対し教育・指導を実施します。 

また、両親教室や妊婦健診、産科・小児科など医療機関受診等の機会を

通じて妊産婦や母親等に対し、禁煙を働きかけます。 

(c) 府は、がん拠点病院等や市町村の取組を支援するなど、禁煙に関する相

談窓口を充実します。 

(d) 府は、京都府がん医療戦略推進会議を通じてがん拠点病院等や関係団体

に対し、禁煙治療や禁煙指導の実施を働きかけるなど、医療機関等にお

ける禁煙治療・禁煙指導の実施を推進します。 

 
      d.施策目標 

目標項目 現状値 目標値 

禁煙外来を行っている医

療機関数（出典：診療報酬

施設基準届出状況） 

287施設（平成24年度） 460施設（平成29年度） 

がん拠点病院等の禁煙治

療実施率（京都府健康対策

課とりまとめ） 

52.4％（平成24年度） 100％（平成26年度） 

喫煙率 
（出典：国民生活基礎調査） 

17.7％（平成22年） 
14％（平成29年） 

※12％（平成34年） 
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（ウ)受動喫煙防止 

       a.現状 

○たばこの副流煙には、喫煙者が吸う煙よりも高濃度の有害物質が含まれて

おり、受動喫煙により非喫煙者の健康にも悪影響を及ぼすことから、健康

増進法では施設管理者の受動喫煙防止措置が努力義務とされています。 
○官公庁、医療施設などタクシーの禁煙化など、公共機関における受動喫煙

防止対策が各施設・団体の自主的な取組により、進められてきました。 

○京都府では、これらの取組をさらに推進するため、「京都府がん対策推進

府民会議」に「たばこ対策部会」が設置され、平成24年(2012年)3月に府民

運動の推進方策及び各自の行動指針として「受動喫煙防止憲章」（以下「憲

章」）が制定されました。 

 

b.課題 

○引き続き、建物内禁煙施設、敷地内禁煙施設を増加させる必要があります。 

○特に、取組が遅れている飲食店、宿泊業などの業種における取組の強化を

図る必要があります。 

 

c.施策の方向 

            (a) 府は、京都府がん対策推進府民会議と協働して憲章についての啓発を進

めるとともに、受動喫煙実態調査の実施、禁煙施設情報の紹介等、施設

の禁煙化等を推進します。 

(b) 事業主は、職場における受動喫煙防止を徹底します。 

(c) 市町村、医療機関、教育機関その他公共性の高い施設は、憲章の趣旨を

踏まえ建物内禁煙、敷地内禁煙など、受動喫煙対策を積極的に推進する

こととし、府はその実施を働きかけます。 

(d) 京都府がん対策推進府民会議参画団体等関係者は、憲章の普及啓発に努

めます。 
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d.施策目標 

目標項目 現状値 目標値 

禁煙施設情報提供数 - 3,000施設（平成29年度） 

受動喫煙の 

機会を有する者

の割合 

(出典：京都府民

健康・栄養調査) 

行政機関 - 
 8％(平成29年度) 

※0％（平成34年度） 

医療機関  - 
 6％(平成29年度) 

※0％（平成34年度） 

職場 26.5％(平成23年度) 
受動喫煙のない職場の 

実現を目指す(平成32年) 

家庭 10.5％(平成23年度) 
 6％(平成29年度) 

※3％（平成34年度） 

飲食店 38.0％(平成23年度) 
26％(平成29年度) 

※15％（平成34年度） 
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  ③感染に起因するがん対策(ウイルス、細菌など） 

○持続性感染によるがんは、Ｂ型肝炎ウイルス、Ｃ型肝炎ウイルスよる肝がん、ヒト

パピローマウイルス（HPV)による子宮頸がんなどがあります。 

 

   ア.分野別目標 

目標項目 

感染に起因するがんの予防 

 

イ.各施策の現状・課題と方向性 

（ア)肝炎対策 

       a.現状 

○肝炎（Ｂ型及びＣ型肝炎をいう。以下同じ。）は、放置すると肝硬変や肝

がんに進行するおそれがありますが、ウイルスを排除したり、増殖を抑制

したりするなどの治療により、疾病の完治及び病状の進行を抑えることが

できるため、肝炎ウイルスへの感染の有無を早期に確認し、感染している

場合、肝硬変や肝がんに進行する前に適切な治療を受けることが重要です。 

○肝炎ウイルスの感染を早期に発見するために、保健所、委託医療機関や市

町村において肝炎ウイルス検査を実施しています。また、母子感染対策と

して、妊婦健康診査によるＢ型肝炎抗原検査などの取組を実施しています。 

○治療が必要な方への支援として、インターフェロン治療等の肝炎治療費に

対し助成しています。 

○ホームページや保健所等での啓発活動により、肝炎に関する知識の普及啓

発と肝炎検査の受検勧奨等に努めています。 

 

【表３】京都府の肝がん死亡者数の推移（出典：人口動態統計）（単位：人） 

平成 

14年 

平成 

15年 

平成 

16年 

平成 

17年 

平成 

18年 

平成 

19年 

平成 

20年 

平成 

21年 

平成 

22年 

平成 

23年 

702 717 746 673 731 700 732 753 690 651 
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        b.課題 

              ○感染予防対策として、感染の危険性があるピアスの穴あけや入れ墨を入れ

るなど、血液の付着する器具の共有を伴う行為及び性行為など肝炎の感染

経路等についての正しい知識の普及啓発が重要です。 

○国の調査では、肝炎ウイルス検査を受検したことがあると回答した人が３

割に満たない状況であり、検査の重要性について周知するとともに、受検

しやすい体制の整備することが求められています。 

また、検査結果については、受検者に適切に説明し、感染予防のための知

識の周知や陽性であった場合の適切な医療機関の受診勧奨など、検査後の

対応について助言を行うことが効果的です。 

○全ての肝炎患者が、適切な治療を継続して受けられるよう、医療体制を整

備するとともに、医療費助成等の諸制度について情報提供することが必要

です。 

○保健所及び市町村における助言・相談機能を充実し、受検者の相談に対応

できる人材の育成に努める必要があります。 

また、肝炎医療に関する最新の知見を医療関係者に周知することは、肝炎

患者に対する病態等の説明や治療方針決定の上で非常に重要であると考え

られます。 

○国の調査では、肝炎に関する情報や知識等は十分に浸透していないと考え

られ、より効果的な普及啓発活動の実施が求められています。 

また、肝炎患者が安心して生活、就労できる環境づくりを進めるため、事

業主を含め、全ての府民が肝炎の正しい知識を持つことが必要です。 

○肝炎患者が肝炎医療を受けながら、生活の質の向上を図ることができるよ

う、精神面でのサポートなど相談支援体制の充実が必要です。また、肝炎

から進行した肝硬変及び肝がん患者の不安を軽減する取組が必要です。 

 

c.施策の方向 

 (a) 府及び市町村は、若年層を中心とした府民に対し、感染の危険性のある

行為について周知するなど、感染予防に必要な知識の普及啓発を推進し

ます。 

(b) 市町村は、妊婦に対するＢ型肝炎抗原検査を実施し、検査結果が陽性で

あった妊婦から出生した乳児に対するＢ型肝炎ワクチン接種を勧奨しま

す。 
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(c) 府及び市町村は、効果的な受検勧奨やより受検しやすい体制の整備等、

受検機会拡大に向けた取組を推進します。また、府は、検査を行う保健・

医療関係者に対する研修を実施します。 

            (d) 府は、適切な医療を提供するため、肝疾患専門医療機関を拡充するとと

もに、肝疾患診療連携拠点病院を中心とした関係医療機関における情報

共有及び連携を推進します。 

(e) 医療機関は、府の肝炎ウイルス検査の実施体制、肝炎患者等が継続して

適切な医療を受けられる体制の整備に協力します。 

 (f) 府は、市町村及び医療機関の担当者等を対象として、肝炎の正しい知識

を持ち、相談、コーディネート等が可能な人材を育成するための研修を

実施するとともに、肝疾患診療連携拠点病院と連携し、肝疾患専門医療

機関をはじめ、地域で肝炎治療を行う医師等を対象として研修を実施し

ます。 

(g) 府は、肝炎の正しい知識や検査の必要性等を広く周知するため、効果的

な方法を検討し、普及啓発活動を推進するとともに、肝炎患者への偏見・

差別の解消に向け、国の取組等を踏まえた普及啓発を推進します。 

(h) 府は、肝炎患者及びその家族に対する情報提供を行うとともに、肝疾患

診療連携拠点病院の相談機能の充実、がん相談支援センターと連携した

情報提供など相談支援体制を強化します。 

(i) 府は、肝炎患者をはじめ、医療関係団体や行政機関など関係者が一体と

なり、連携して対策を進めるため、新たに肝炎対策協議会を設置します。 

 

       d.施策目標（京都府健康対策課調べ） 

目標項目 現状値 目標値 

肝炎ウイルス検査の個別

勧奨実施市町村 

14市町村 

(平成24年度)  

全市町村 

(平成29年度) 

北部相談窓口の設置 
0箇所 

(平成23年度) 

1箇所 

(平成29年度) 

肝炎に関する知識を持つ

人材を育成 

52人 

(平成24年度) 

200人 

(平成29年度) 
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（イ)子宮頸がん予防対策 

       a.現状 

○京都府と府内市町村では、感染防止の効果が高い中学1年生から高校2年生
に相当する年齢の女子を対象に、ワクチン接種の公費助成を行っています。 

○また、ワクチン接種に関する疑問に答えるためのリーフレットを作成する

など、普及啓発に努めており、接種率は累計で6割程度となっています。 

○子宮頸がん予防ワクチンについては、平成 24年(2012年)度までの助成事

業として実施されていましたが、平成 25年(2013年)度から予防接種法に

基づく定期接種として実施されることとなっています。 

 

【図11】京都府における子宮頸がんの年齢階級別別罹患率（人口10万対） 

（出典：平成20年(2008年) 京都府地域がん登録） 

 

 

 b.課題 

 ○引き続き、ワクチンの接種率向上に向けた普及啓発を進める必要がありま

す。 

 

c.施策の方向 

(a) 市町村は、ワクチンの接種対象者や保護者に対し制度の周知を図るなど

子宮頸がん予防ワクチンの接種率の向上に努めます。 

(b) 府は、市町村の取組を支援します。 
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 (ウ)その他の感染に起因するがん対策 

       a.現状 

       ○その他に、がんの罹患の原因となるウイルスや細菌として、成人Ｔ細胞白

血病（以下「ＡＴＬ」）を発病するヒトＴ細胞白血病ウイルス１型（以下

「ＨＴＬＶ－１」）など、胃がんと関連する細菌であるヘリコバクター・

ピロリ（以下「ピロリ菌」）があります。 

○ＨＴＬＶ－１による感染を減らし、罹患者を減少させるため、妊婦健康診

査においてＨＴＬＶ－１抗体検査を実施し、陽性の方に対し母子感染を防

止するための保健指導、カウンセリングを実施しています。 

○また、京都府保健所や京都市保健センター、がん診療連携拠点病院等にＨ

ＴＬＶ－１、ＡＴＬ等に関する相談窓口を設置し情報提供を行っています。 

 

b.課題 

              ○ＨＴＬＶ－１については、引き続き感染予防対策の実施、相談体制、医療

体制の整備、普及啓発・情報提供を実施する必要があります。 

○ピロリ菌については、検査及び除菌に対する医療保険の適用が徐々に拡大

していますが、ピロリ菌抗体検査等を広くがん検診として行うことについ

ては、胃がん死亡率減少効果の有無を判断する証拠が不十分とされていま

す。 
一方、厚生労働省の「がん検診のあり方に関する検討会」では、胃がん検

診の項目として、これらの検査方法についても検討するとされています。 
○今後も、科学的知見が集約され、がんの新たな予防方法が示された際は、

積極的に対応していく必要があります。 

 

c.施策の方向 

       (a) 市町村は、妊婦健診におけるＨＴＬＶ－１抗体検査や、母子感染を防止

するための保健指導、カウンセリングを実施するなど、ＨＴＬＶ－１の

感染予防に努めます。 

 (b) 府は、ＨＴＬＶ－１に関する普及啓発を行うとともに、市町村の取組を

支援します。 

(c) 保健所、がん診療連携拠点病院等の相談機関は、ＨＴＬＶ－１等に関す

る情報提供に努めます。 

(d) 府は、ピロリ菌等、その他のがんの予防法についても、科学的根拠に関

する国の見解を踏まえ、積極的に対応していきます。 
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  ④食生活・生活習慣の改善 

   ア.分野別目標 

目標項目 

がんの発生リスクを下げる生活習慣の普及 

 

イ.現状・課題と方向性 

       a.現状 

○がんの発生に関わる生活習慣については、様々な研究成果に基づき、世界

保健機関(WHO)や国際がん研究機構(IARC)等で検討が進められるとともに、

国立がん研究センター等により「日本人のためのがん予防法」等が示され

ています。 

○それらの検討結果によれば、喫煙以外の生活習慣としては、食塩、アルコ

ールの過剰摂取が、がんの発生リスクを上げるといわれています。また、

野菜や果物の摂取や身体活動（運動）は発がんのリスクを下げるといわれ

ています。 

○京都府では、これらの生活習慣について、医療機関、行政、教育、民間企

業、医療保険者、ＮＰＯ、府民団体、ボランティア団体などの多くの機関

で構成される府民運動の活動母体である「きょうと健康長寿府民会議」「が

ん対策推進府民会議」を中心として、食と運動に関する知識の提供等、が

ん以外の生活習慣病の予防の観点も含め普及啓発を進めています。 

また、ウォーキングイベント等運動習慣普及のための啓発も実施していま

す。 

○市町村や医療保険者においては、特定健診やがん検診の場において、がん

や生活習慣病の発症予防のための健康教育に取り組んでいます。 

 

b.課題 

       ○府及び市町村は地域関係団体や住民組織団体と協同した啓発活動をさらに

推進することにより、個人の状況に応じた効果的な健康づくりを支援する

ことが重要です。 

       ○健康づくり事業や特定健康診査・特定保健指導の効果的かつ円滑な実施の

ためにはそれらに携わる専門職の適切な配置と資質の向上を図ることが重

要です。 

また、ＮＰＯやボランティア団体などにおいて、健康づくりに取り組む人

材の育成・支援が必要です。 
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c.施策の方向 

(a) 府及び市町村は、関係団体と協力して、がんや生活習慣病の発症予防の

ための食生活や飲酒、身体活動・運動習慣について普及啓発を行います。 

(b) 府は、減塩や野菜を多く摂取できる料理等を提供する店舗の普及・拡大

を目指し、これらの店舗の情報を広く府民に提供します。 
(c) 府は、学校・福祉施設の給食や企業の社員食堂等を担う特定給食施設等

において、利用者に応じた食事の提供や栄養の評価が実施されるよう支

援します。 

(d) 府及び市町村は、地域において健康や食生活に関する活動を進める食生

活改善推進員などのボランティア組織の活動を支援し、各地域において

個人の食生活をサポートできる環境を整備します。  

(e) 府は、ウォーキングや軽体操など、気軽に参加し実践できる運動を地域

で実施し広げるサポーターを育成し、運動習慣を地域に醸成するととも

に、健康増進施設や民間運動施設を活用し、身近に運動を取り入れやす

い環境づくり等を推進します。 

(f) 府は、学校や医療機関と協働し、未成年者等の飲酒の根絶に向けた教育

活動を実施します。 

(g) 医療保険者は、特定保健指導の機会を通じて、生活習慣の改善を指導し

ます。 

(h) 事業主は、職場での健康教育を推進するとともに健康診査等の受けやす

い環境づくりに取り組みます。 

(i) 市町村は、適切な食生活や運動習慣に関する知識の普及に努めます。 



 
28 

 

       d.施策目標（出典：京都府民健康・栄養調査） 

目標項目 現状値 目標値 

食塩摂取量の減少 

（20歳以上） 

10.2g 

(平成23年度)  

9.0g(平成29年度) 

※8.0g(平成34年度) 

野菜摂取量の平均 

（20歳以上） 

268.4g 

(平成23年度) 
350g(平成29年度) 

運動習慣

者の割合 

20-64歳 

男

性 

13.5％ 

(平成23年度) 

18.0％(平成29年度) 

※23.0％(平成34年度) 

女

性 

18.2％ 

(平成23年度) 

23.0％(平成29年度) 

※28.0％(平成34年度) 

65歳以上 

男

性 

31.9％ 

(平成23年度) 

36.0％(平成29年度) 

※40.0％(平成34年度) 

女

性 

37.3％ 

(平成23年度) 

42.0％(平成29年度) 

※47.0％(平成34年度) 

生活習慣病のリスク

を高める量(※)を飲

酒している者の割合 

男

性 

22.5％ 

(平成23年度) 

20.5％(平成29年度) 

※19.0％(平成34年度) 

女

性 

20.5％ 

(平成23年度) 

19.0％(平成29年度) 

※17.5％(平成34年度) 

           ※ 1日あたりの純アルコール摂取量が男性40g（日本酒約2合）以上、女性20g（日本酒約

1合）以上 
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（２）がんの早期発見 

  ①検診の受診率向上 

   ア.分野別目標 

目標項目 

がん検診の受診率向上による、がんが早期発見され、治癒する患者の増加 

 

イ.各施策の現状・課題と方向性 

（ア)受診率向上のための啓発 

       a.現状 

○がん検診は、市町村が住民を対象に行う検診をはじめ、企業が従業員を対

象に福利厚生の一環として行う検診、健康保険組合等が保健事業として行

う検診、個人が健康管理の一環として自ら受診するものなど、様々な形態

があります。 

○様々な形態のがん検診を合わせた受診率については、国民生活基礎調査に

よる抽出調査の結果が出ていますが、20～30％台となっており、全国平均

を下回っています。 

○京都府では、受診率を向上させるため、がん検診強化月間を設定し、啓発

イベントやマスメディアも活用した啓発を実施しています。 

また、京都府がん対策推進府民会議受診率向上対策部会を通じて金融機関、

生命保険等の民間企業と連携した啓発を実施したり、事業所を通じてがん

検診受診促進の働きかけを行ったりしています。 

 

【図12】 69歳以下の検診受診率 京都府と全国の比較（出典：国民生活基礎調査） 
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【表４】国が推奨する科学的根拠に基づくがん検診の実施項目 

男  性 

胃がん検診 40歳以上╱胃部エックス線撮影 年1回 

肺がん検診 40歳以上╱胸部エックス線撮影・かく痰細胞診 年1回 

大腸がん検診 40歳以上╱便潜血検査 年1回 

 

女  性 

胃がん検診 40歳以上╱胃部エックス線撮影 年1回 

肺がん検診 40歳以上╱胸部エックス線撮影・かく痰細胞診 年1回 

大腸がん検診 40歳以上╱便潜血検査 年1回 

乳がん検診 40歳以上╱視触診・マンモグラフィ（乳房エックス線検査） 2年に1回 

子宮がん検診 20歳以上╱細胞診（採取した細胞の顕微鏡検査） 2年に1回 

 

 

        b.課題 

○引き続き受診啓発に努めるとともに、より効果的な受診勧奨の手段を取り

入れていく必要があります。 

○受診率を向上させるためには、多くの関係者が連携した啓発体制が必要で

す。特に、マスメディアと連携した啓発や、かかりつけ医との連携による

個別の患者への受診勧奨等にも取り組む必要があります。 

○がん検診の受診者が固定化する傾向が見られることから、新規受診者を増

やすことが必要です。 

 

c.施策の方向 

            (a) 府、市町村は医療従事者や企業、職域保健関係者等と連携したがん検診

の重要性についての啓発を実施します。 

その際、未受診者や優先順位の高い層（受診率が低い年齢・社会属性等）

に対する啓発・受診勧奨を実施することとし、府はマスメディアを意識

した啓発を行います。 

        (b) 府は、がん検診について問題点を調査し、推進方法を検討するため、市

町村が実施するがん検診や、企業・医療保険者等が実施するがん検診の

受診実態を把握・分析します。 

(c) 医療機関は、患者への受診啓発を呼びかけます。 

(d) 企業・職域保健関係者は、被扶養者も含めた受診啓発を進めます。 
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(e) 府は、京都府がん対策推進府民会議受診率向上対策部会を活用し、市町

村や企業・医療保険者等に対し、受診率の向上に係る先進事例等最新情報

の提供を図ります。 

 

 

（イ)受診しやすい環境づくり等 

       a.現状 

○がん検診の受診率向上のためには、その重要性を啓発するとともに、がん

検診を受けやすい体制を整備する必要があります。 

○市町村においては、複数のがん検診を同時に実施し、一度に受診できるよ

うにする「セット化」の取組が進んでおり、府内全ての市町村が何らかの

かたちでセット検診化の取組を実施しています。 

○また、検診の対象者で働いている方等が受けやすいように、土日・休日や

夜間に検診を実施することや、住所地の市町村だけでなく近隣の市町村で

もがん検診が受診できるようにする等の「広域化」を進めることも、受診

しやすい環境づくりの一環として考えられます。 

○がん検診を受診しない理由として「費用がかかるから」が20％近くあげら

れており、費用の負担感をなくし、受診のきっかけをつくるための取組と

して、がん検診無料クーポン（乳がん、子宮頸がん、大腸がん）が配布さ

れています。 

 

        b.課題 

○がん検診を受けやすい環境をさらに整備するため、セット化、土日・休日

検診、夜間検診の充実等を推進するとともに、健康診断等との連携も図る

必要があります。 

○受けやすい体制づくりのほか、より簡便で精度の高い検診など、魅力ある

検診方法を導入していくことが、受診率の向上を図る上で望ましいと考え

られます。 

厚生労働省の「がん検診のあり方に関する検討会」では、現在のがん検診

の項目について、順次検討することとされています。 

○特に乳がん検診については、今後の受診率の向上に向けた提供体制を確保

しておく必要があります。 
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c.施策の方向 

(a) 府は、土日・休日検診、夜間検診・セット検診の充実について関係機関

の調整を図るなど、導入を支援・推進します。また、府内全域での検診

受診体制の広域化を実現するための検討を進めます。 

(b) 市町村は、医師会・検診事業者と調整を図り、土日、夜間検診・セット

検診など、住民の受けやすい検診体制を整備します。 

(c) 企業・職域保健関係者は、被扶養者も含めた受診しやすい職場環境づく

りを進めます。 

              (d) 府は、より精度が高く効果的な検診について情報収集に努めるとともに、

検診方法の見直しに係る国の議論を踏まえ、見直しがなされた場合、市 

町村が迅速に導入できるよう支援します。 

(e) 検診事業者や検診実施医療機関は、検診の需要に対応できる体制を確保

します。また、府は検診事業者、検診実施医療機関の実施体制を把握し、

必要に応じて整備を働きかけます。 

 

       d.施策目標 

目標項目 現状値 目標値 

検診受診率（～69歳）

(出典：国民生活基礎

調査) 

胃がん検診 
30.6％ 

（平成22年度） 

50％ 

（平成29年度） 

肺がん検診 
21.6％ 

（平成22年度） 

50％ 

（平成29年度） 

大腸がん検診 
25.1％ 

（平成22年度） 

50％ 

（平成29年度） 

乳がん検診 
36.8％ 

（平成22年度） 

50％ 

（平成29年度） 

子宮がん検診 
33.6％ 

（平成22年度） 

50％ 

（平成29年度） 

土日検診実施状況 

（京都府健康対策課調べ） 

20市町村 

(平成23年度) 

増加させる 

(平成29年度) 

夜間検診実施状況 

（京都府健康対策課調べ） 

13市町村 

(平成23年度) 

増加させる 

(平成29年度) 
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 ②精度管理・検診従事者の資質向上 

   ア.分野別目標 

目標項目 

質が高く科学的根拠が明らかな方法で、がんを正確に発見する体制の徹底 

 

イ.現状・課題と方向性 

       a.現状 

             ○がん検診で異常（病気）の可能性があると判断された方には、精密検査で

異常の有無を詳しく調べ、がんと診断された場合には必要に応じて治療が

行われますが、自覚症状がない等の理由で精密検査を受けない場合、がん

検診で早期発見されるはずのがんを放置してしまうことになります。 

○そのため、要精密検査となった方に対しては、市町村や検診事業者等から

精密検査の受診勧奨が個別に行われています。 

○がん検診で、がんを正確に見つけ出すためには、がん検診の関係データを

収集・分析し、事業評価を行うことも必要です。京都府では、市町村がん

検診について検診関係データの収集・分析を行っています。 

○また、府や京都府医師会では、がん検診に従事する医師、検査技師等の資

質向上を図るための研修会を実施しています。 

 

        b.課題 

○市町村の精密検査受診率は、子宮頸がん検診が全国平均を下回っており、

がん発見率を向上させるために、精密検査の受診勧奨を推進する必要があ

ります。 

○検診関係データの分析結果を活用し、検診の事業評価・精度管理を行う仕

組みを強化していく必要があります。 

○引き続き、専門性の高いがん検診従事者を育成・確保していく必要があり

ます。 
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c.施策の方向 

(a) 市町村は、精密検査未受診者への受診勧奨・指導を実施します。 

(b) 市町村及び検診実施機関は、がん検診評価のためのチェックリストを活

用し、その充足に努めるなど、がん検診の精度管理・事業評価を実施し

ます。 

(c) 府は、市町村等の要請に応じて必要な助言を行います。 

(d) 府は、検診精度関連の各種データを分析し、一定の精度で検診が行われ

るよう実施方法の改善等について市町村や検診事業者に働きかけます。 

(e) 府及び医療関係団体は、がん検診及び精密検査に従事する者の資質の向

上及び確保を図るため、研修を実施します。 

 

       d.施策目標 

目標項目 現状値 目標値 

精検受診率 

（出典：地域

保健・健康増

進事業報告） 

胃がん検診 
80.2％ 

（平成21年度） 

100％ 

（平成29年度） 

肺がん検診 
76.7％ 

（平成21年度） 

100％ 

（平成29年度） 

大腸がん検診 
68.5％ 

（平成21年度） 

100％ 

（平成29年度） 

乳がん検診 
91.7％ 

（平成21年度） 

100％ 

（平成29年度） 

子宮がん検診 
53.1％ 

（平成21年度） 

100％ 

（平成29年度） 

がん検診評価のための 

チェックリスト項目についての 

市町村集団検診における充足率 

69.9％ 

(平成21年度) 

75.0％ 

(平成29年度) 
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（３）がん医療体制の整備・充実 

  ①手術療法、放射線療法及び化学療法の推進 

ア. 分野別目標 

目標項目 

手術、放射線治療、化学療法の均てん化や治療水準の向上、連携の強化等による、

安心して治療を受けることができる体制の強化 

 

 

イ.各施策の現状・課題と方向性 

（ア)治療提供体制の強化 

       a.現状 

○がんに対する主な治療方法としては、手術、放射線療法及び化学療法があ

ります。がんの治療のためには、個々のがん患者の状況に応じて一番適切

な治療方法を選ぶとともに、これらの治療法を効果的に組み合わせた集学

的治療を行う必要があります。 

○府内のがん診療連携拠点病院、京都府がん診療連携病院・推進病院（以下

「拠点病院等」）では、集学的治療を提供するとともに、がんの診療機能

に係る機能強化を推進しており、府もそれらの取組を把握し、進行管理す

るとともに、人材育成に対する支援等を行っています。 

＜拠点病院等における取組＞ 

・専門医資格、認定薬剤師・看護師等の取得推進 

・キャンサーボードの開催等、集学的治療の提供 

・院内クリティカルパス等、医療の標準化 

・化学療法等のチーム医療の実施   等 

 

【表５】がん診療連携拠点病院、京都府がん診療連携病院・推進病院の役割と指定状況 

指定の種類 役割等 指定数 

都道府県がん診療連携拠点病院 都道府県内の連携体制構築 ２ 

地域がん診療連携拠点病院 地域（二次医療圏等）の連携体制構築 ７ 

京都府がん診療連携病院 
がん診療連携拠点病院のない二次医療圏での

連携体制構築 
５ 

京都府がん診療推進病院 上記病院等と連携し医療水準の向上等に協力 ７ 
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丹後医療圏

中丹医療圏

南丹医療圏

京都・乙訓医療圏

山城北医療圏

山城南医療圏

京都第一赤十字病院

京都桂病院

京都府内におけるがん診療連携拠点病院、

京都府がん診療連携病院・推進病院
（平成２５年４月１日現在）

◎

●

京都府立医科大学附属病院

●

●

京都医療センター

●

福知山市民病院

舞鶴医療センター

●

●

凡例

◎：都道府県がん診療連携拠点病院

●：地域がん診療連携拠点病院

◆：京都府がん診療連携病院

□：京都府がん診療推進病院

京都民医連中央病院

●

京都大学医学部附属病院

◎

◆

◆

◆

◆

第二岡本総合病院

公立山城病院

公立南丹病院

京都府立医科大学附属
北部医療センター

◆

宇治徳洲会病院

三菱京都病院

済生会京都府病院

□

□

京都市立病院

洛和会音羽病院

□

□ 武田総合病院

社会保険京都病院

□

□

綾部市立病院

□

京都第二赤十字病院



 
37 

 

b.課題 

              ○府内の二次医療圏では、手術件数、放射線療法、化学療法の実施数に偏在

が見られますが、がん患者が居住する地域に関わらず適切ながん医療を受

けることができるよう、引き続き我が国に多いがんを中心に標準治療の均

てん化を図る必要があります。 

○一方で、医師不足等で医療資源が限られる中、効率的で質の高い医療を提

供していくためには、症例数の少ないがんに対する治療や高度専門的な治

療については、集約化を図っていく必要があります。 

○また、がん医療は多くの医療機関が関与しており、拠点病院等以外の医療

機関も含めた診療ネットワークを構築し、がん患者に専門的で切れ目のな

い医療を提供していく必要があります。 

 

c.施策の方向 

            (a) 拠点病院等は、国において進められている制度の見直しを踏まえ、チー

ム医療の推進やキャンサーボードの実施等を通じた集学的治療の提供な

ど、機能をさらに充実します。 

(b) 府は、拠点病院等の上記の取組を支援するとともに、引き続き指定要件

を満たす医療機関を京都府がん診療推進病院に指定するなど、府内のが

ん診療機能及びネットワークの強化を図ります。 

  また、京都府がん診療連携病院・推進病院の指定要件については、国に

おけるがん診療連携拠点病院の指定要件の見直しの動き等を踏まえ、が

ん診療機能の充実に向けた見直しを必要に応じ行います。 

(c) 府は、我が国に多いがんの標準治療等について均てん化を目指し、機器

整備・専門的人材の配置を推進します。 

(d) 府、医療関係団体、拠点病院等は、拠点病院等以外の医療機関について

も、地域保健医療協議会や診療連携に関する会議等を活用してその機能

の把握に努め、それぞれの特長を活かした連携体制を構築します。 

(e) 府、医療関係団体、拠点病院等は、高度な手術・放射線治療、希少がん

の治療等については、大学病院等での集約化を目ざし、府内のみでの完

結が難しいがん治療等については、近隣府県等との連携の仕組みを構築

します。 

    また、府は最先端治療の提供体制についても検討します。 
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(f) 府、医療関係団体、拠点病院等は、標準治療を普及させるために院内ク

リティカルパス、地域連携クリティカルパスの普及を推進します。 

また、府は、治療の質を評価するための指標の分析・活用について検討

します。 

 

       d.施策目標 

目標項目 現状値 目標値 

拠点病院等における放

射線治療チーム、化学療

法チームの設置 

-(平成24年度) 

全拠点病院等(平成29年度) 

（放射線治療を提供でき

ない病院を除く） 

拠点病院等以外の施設

の特長も活かした診療

ネットワークの構築 

-(平成24年度) 
府内全医療圏 

(平成29年度) 
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（イ)医療従事者の養成・研修機会の確保 

       a.現状 

○府内の拠点病院等では、がんの診療機能に係る機能強化の一環で、化学療

法、放射線療法に専任の従事者を配置するなどの取組を進めています。 

○がん医療の進歩に伴い、高度化した医療に精通する専門性の高い人材が必

要となりますが、各学会や職能団体により、専門性の高い人材を育成する

ための専門医、認定薬剤師・看護師制度等が運営されています。 

○これらの資格の中には、専門性の高い施設での実務経験等が必要なものも

あり、府立医大病院、京大病院においては、がんプロフェッショナル養成

基盤推進プランにより人材が育成されています。 

○京都府においても、府内で認定看護師の資格が取得しやすいよう、京都府

看護協会と連携し、養成課程（放射線分野）を開設しています。 

○また、専門医だけでなく、がん診療に携わる医療従者全体でも継続的に質

の向上を図っていくことが重要であることから、拠点病院等においては、

自施設の医療従事者だけでなく、地域の医療従事者の資質向上を目指した

研修会を開催しています。 

 

        b.課題 

              ○拠点病院等において、引き続き専任者の配置を推進することに加え、専門

性の高い医師・薬剤師・看護師等の専任者としての配置も推進することが

望まれます。 

       ○また、専門性の高い医師・薬剤師・看護師等が確保しやすいよう、その育

成についても、引き続き取り組んでいく必要があります。 
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c.施策の方向 

            (a) 拠点病院等は、手術療法や病理診断、放射線療法、化学療法等にかかる

専門医や認定薬剤師・認定看護師等、専門性の高い医療従事者の育成・

確保を進めます。 

        (b) 大学は、手術療法や病理診断、放射線療法、化学療法等にかかる専門性

の高い人材の育成に努めます。 

(c) 府は、大学病院や、がんに関連する学会認定施設等専門性の高い医療従

事者を育成する機能を持つ医療機関に対し、環境整備や補助人員の確保

等の支援を行います。 

(d) 府は、専門性の高い医療従事者についての養成講座の運営や研修参加に

対する支援等、拠点病院等の医療従事者の専門資格の取得を支援します。 

(e) 府は、長時間にわたる研修などについて、単位制を導入したり、ｅラー

ニングを活用したりするなど、受講しやすい環境を整備します。 

(f) 各医療機関は、所属職員が研修に参加しやすい環境づくりに努めます。 

 

       d.施策目標（京都府健康対策課調べ） 

目標項目 現状値 目標値 

人口10万人

あたりの 

がん治療 

認定医数 

京都府 12.7(平成24年度) 

全国値(8.9)を下回る 

二次医療圏について、 

均てん化を図る 

（平成29年度） 

丹後 4.6(平成24年度) 

中丹 4.3(平成24年度) 

南丹 7.6(平成24年度) 

京都・乙訓 17.7(平成24年度) 

山城北 2.7(平成24年度) 

山城南 1.7(平成24年度) 

拠点病院等における がん薬物

療法認定薬剤師の配置 

11/21病院 

(平成24年度) 

全拠点病院等 

（平成29年度） 

拠点病院等における がん化学

療法認定看護師の配置 

13/21病院 

(平成24年度) 

全拠点病院等 

（平成29年度） 
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  ②緩和ケアの推進 

   ア.分野別目標 

目標項目 

がんと診断されたときから全人的な緩和ケアを受けられる体制の強化 

 

イ.各施策の現状・課題と方向性 

（ア)専門的な緩和ケア提供体制の整備 

       a.現状 

○がん患者やその家族が質の高い療養生活を送るためには、終末期における

疼痛の緩和だけでなく、身体症状の緩和や精神心理的な問題への援助など、

がんと診断されたときから、治療と並行して行われることが求められます。 

○府内の拠点病院等では、緩和ケアに係る機能強化を推進しており、府もそ

れらの取組を把握し進行管理するとともに、一部の経費を補助する等の支

援を行っています。 

＜拠点病院等における取組＞ 

・緩和ケアチーム、緩和ケア外来の設置 

・緩和ケア専任医師の配置 

・緩和ケア指導者の養成 

・認定薬剤師、認定看護師等の資格取得 

・緩和ケアに関する相談窓口の設置   等 

 

        b.課題 

○緩和ケアは治療と併行して行われるのみでなく、患者や家族等が、がんと

診断されたときから抱える不安や抑うつ、経済負担などの苦痛に対して、

早期から適切に提供されることが求められており、そのため、精神心理領

域等緩和ケアチームの体制を充実させていくことが求められます。 

○拠点病院等で整備されている緩和ケアチーム等の専門的な緩和ケアを必要

なとき適切に利用できる体制整備が求められています。 

 

【表６】府内の緩和ケアチームのある医療機関数（出典：平成22年度京都府緩和ケア実態調査） 

医療圏 丹後 中丹 南丹 
京都・ 

乙訓 
山城北 山城南 

京都府

計 

医療 

機関数 
1 7 1 17 3 1 30 
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      c.施策の方向 

            (a) 拠点病院等は、国において進められている制度の見直しを踏まえ、緩和

ケアチームへの精神科医師、認定薬剤師・認定看護師・社会福祉士・心

理職の関与等機能を充実します。 

(b) 拠点病院等は、院内医療従事者への研修実施や医療従事者の連携により、

院内における緩和ケアの体制をさらに強化し、緩和ケアチーム、緩和ケ

ア外来にアクセスしやすい環境を整備します。 

(c) 府は、府内における緩和ケアチーム、緩和ケア外来等の状況を把握する

とともに、病院への働きかけ等を通じ、その設置を推進します。 

(d) 府は、「京都府がん医療戦略推進会議」による取組の推進や、緩和ケア

にかかる連携の枠組みの整備などにより、府内の緩和ケアに係る連携体

制の強化、在宅緩和ケア提供体制の充実を図ります。 

 

       d.施策目標 

目標項目 現状値 目標値 

緩和ケアチームを有す

る病院数(出典:京都府

緩和ケア実態調査) 

30施設(平成22年) 45施設（平成29年） 

緩和ケアチームの取扱

患者数(出典:医療施設

調査) 

325人/月(平成23年度) 650人/月(平成29年度) 
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（イ)人材育成・確保 

       a.現状 

○緩和ケアを適切に提供していくためには、がんに携わる一般の医療従事者 

が緩和ケアの重要性を認識し、その知識や技術を習得する必要があります。 

○京都府では、全てのがん診療連携拠点病院、京都府がん診療連携病院が医

師及び薬剤師、看護師等を対象に厚生労働省の指針に基づく緩和ケア研修

会を実施しています。 

○また、訪問看護ステーションに勤務する看護師等を対象とした研修会や、

終末期における支援やケアに係る研修会等、厚生労働省の指針に基づく研

修会以外にも、緩和ケアに係る各種の研修会が実施されています。 

 

【表７】緩和ケア研修会 修了者数（京都府健康対策課調べ） 

医療圏 
平成 

20年度 

平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 
合計 

医師 202人 220人 222人 202人 846人 

薬剤師・看護師等 

その他の医療従事者 
266人 -(※) 170人 174人 610人 

       ※平成21年度の薬剤師・看護師等その他の医療従事者については未集計 

 

 

b.課題 

○緩和ケア研修会等により、医療従事者の緩和ケアに対する理解は一定進ん

できましたが、まだ多数の医療従事者が緩和ケアに関する基本的な知識を

習得したとは言えず、医療従事者の緩和ケア、医療用麻薬の理解をさらに

促進していく必要があります。 

○また、今後、在宅において緩和ケアの提供を受けながらの療養を望む患者

の受入体制を整備していく必要があります。 

○がんの痛みや苦痛は療養生活の向上のために適切に緩和されるべきである

旨の理解が府民の間に十分浸透していないと考えられることから、普及啓

発が必要です。 
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c.施策の方向 

            (a) がん診療連携拠点病院・連携病院は、連携して医師及び薬剤師・看護師

等の医療従事者に対する緩和ケア研修会を開催しながら、地域医療従事

者の受講を促進するなど受講者の増加に努めます。 

(b) 府は、緩和ケア研修会の実施を支援するとともに、受講者の増加・効率

的な運用について検討し、広報や医師会等関係団体との調整など、必要

な支援を行います。 

(c) がん医療に携わる医療機関は、緩和ケアの提供に努めます。 

(d) 府及び関係団体は、在宅緩和ケア等に係る研修を開催するなど、地域医

療従事者の確保・資質向上に努めます。 

(e) 府、関係団体、拠点病院等は、冊子等を用いて府民に緩和ケアや在宅医

療に関する知識を普及します。 

 

       d.施策目標 

目標項目 現状値 目標値 

拠点病院等における、緩和

ケア研修会修了者 
-（平成24年度） 

がん診療に携わる全て

の医師が修了すること

を目指す（平成29年度） 

末期のがん患者に対して在宅

医療を提供する医療機関数 

（在宅末期医療総合診療料届出施設数、

出典：診療報酬施設基準届出状況） 

273施設 

(平成24年1月) 

330施設 

（平成29年度） 

 

（ウ)病棟整備 

       a.現状 

○緩和ケア病棟は、主として苦痛の緩和を必要とするがん患者等を入院させ、

専門性の高い緩和ケアを提供するとともに、外来や在宅への円滑な移行も

支援する病棟です。 
○厚生労働省の「終末期医療に関する調査」によれば、余命6ヶ月の末期状態

の患者になった場合、緩和ケア病棟で療養を希望する方は、なるべく早期

に入院したい（18％）、自宅で療養して必要になればに入院したい（29％）

を合わせると半数近くになることから、京都府では府内施設に対し、緩和

ケア病棟の整備を要請するなど、働きかけを行うとともに、京都府立医科

大学附属病院に緩和ケア病棟を整備することとしています。 
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        b.課題 

○現在、府内には、６施設142床の緩和ケア病棟が整備されていますが、京都・

乙訓医療圏に集中しており、遠方の患者は利用しにくいことから、地域単

位で病棟を整備することが必要です。 

 

【表８】府内の緩和ケア病棟設置施設一覧（京都府健康対策課調べ） 

病院名 病床数 所在地 

財団法人薬師山病院 50 京都市北区 

一般財団法人日本バプテスト連盟医療団 

総合病院日本バプテスト病院 
20 京都市左京区 

医療法人洛和会洛和会音羽病院 20 京都市山科区 

独立行政法人国立病院機構 京都医療センター 20 京都市伏見区 

京都民医連中央病院 14 京都市中京区 

医療法人財団医道会稲荷山病院 18 京都市伏見区 

 

c.施策の方向 

            (a) 府は、二次医療圏単位で緩和ケア病棟が整備されるよう、医療施設に働

きかけを行うとともに必要に応じ病棟整備を支援します。 

(b) 京都府立医科大学は、緩和ケア病棟を活用し実地研修を行うなど、緩和

ケア病棟で勤務する専門性の高い人材を育成します。 

 

       d.施策目標(京都府健康対策課調べ) 

目標項目 現状値 目標値 

府内緩和ケア病棟設置 

施設数 
6施設（平成24年度） 12施設（平成29年度） 

府内緩和ケア病棟病床数 142床（平成24年度） 280床（平成29年度） 

緩和ケア病棟の取扱患者

延数 

1,431人/月 

(平成23年度) 

2,800人/月 

(平成29年度) 
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  ③在宅医療の充実 

   ア.分野別目標 

目標項目 

希望するがん患者が在宅で療養できる環境づくり 

 

.各施策の現状・課題と方向性 

       a.現状 

○がん患者やその家族の意向を踏まえ、住み慣れた家庭や地域での療養や、

終末期には在宅での看取りを含めた医療を提供することが重要ですが、が

ん患者の死亡場所は病院など自宅以外が多く、自宅で亡くなる方は9.52％

（平成22年(2010年)）にとどまっています。 

 

【表９】自宅で亡くなるがん患者の割合の推移（出典： 人口動態統計） 

 
平成 

16年 

平成 

17年 

平成 

18年 

平成 

19年 

平成 

20年 

平成 

21年 

平成 

22年 

京都府 6.78 6.62 6.24 7.85 8.31 8.25 9.52 

全国 5.80 5.68 6.21 6.72 7.27 7.39 7.78 

 

○厚生労働省の「終末期医療に関する調査」によれば、余命6ヶ月の末期状態

の患者になった場合、自宅での療養を希望する人は63.3％であり、全体の

10.9％が最後まで自宅で療養したいとの希望を持っています。 

 

【図13】終末期における療養場所に関する希望 

（出典：厚生労働省終末期医療に関する調査） 
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○がん患者の在宅療養を支援するには、24時間診療、看護、介護が提供でき

る体制を作る必要があり、患者の容態が急変したときに、後方支援する病

院を確保していくことも必要です。 

○このため、京都府では、かかりつけ医を支援する「地域医療支援病院」の

指定や、訪問看護ステーション開設経費を補助するなどの支援を行い、資

源整備を図るとともに「京都健康医療よろずネット」で、往診の可否や在

宅悪性腫瘍患者指導管理に対応する医療機関などの情報を提供しています。 

○また、在宅医療の充実、地域医療・介護・福祉のネットワーク化のために、

多職種協働による在宅医療を担う人材育成事業等の取組を実施しています。 

 

        b.課題 

○今後予想されるがん患者の増加に対し、在宅等の希望する場所で療養でき

る環境を整えるために、介護サービスも含め在宅緩和ケアに関わる社会資

源をさらに整備する必要があります。そのためには、疼痛等の症状コント

ロールや、病状の急変への対応等に関する医師・歯科医師・薬剤師・訪問

看護師等在宅医療従事者の資質向上をさらに図り、在宅緩和ケアに携わる

医療従事者を増やしていく必要があります。 

○また、病院での受入体制の整備等の関係機関のネットワーク化など、在宅

緩和ケアを円滑に提供できる環境づくりをさらに推進する必要があります。 

 

c.施策の方向 

(a) がん医療に携わる病院及び診療所、訪問看護ステーション、薬局等は、

在宅緩和ケア等在宅医療の提供に努めます。また、病院は、退院調整部

署の機能の充実を図り、病院から在宅への円滑な移行を推進します。 

(b) 府内医療資源等の地域格差は大きいことから、在宅医療に携わる関係者

は、地域特性に応じたネットワークの構築に努めます。 

(c) 府は、訪問看護ステーションの設置支援や、かかりつけ医をバックアッ

プする地域医療支援病院の指定を進めるなど、在宅医療資源の整備を推

進します。 

(d) 府は、在宅医療・介護に携わる複数の医師又は多職種のネットワーク化

支援、在宅チーム医療を担う地域リーダーの養成、市町村の地域包括ケ

アの推進に向けた支援など、在宅療養を支えるシステムを推進します。 
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              (e) がん診療連携拠点病院・連携病院は、連携して医師及び薬剤師・看護師

等の医療従事者に対する緩和ケア研修会を開催しながら、地域医療従事

者の受講を促進するなど受講者の増加に努めます。（再掲）  

(f) 府及び関係団体は、在宅緩和ケア等に係る研修を開催するなど、在宅医

療従事者の確保・資質向上に努めます。（再掲） 

(g) 府及び関係団体は、在宅緩和ケア等に係る地域資源を把握し関係者等と

の情報共有に努めるなど、府内の緩和ケアに係る連携体制の強化、在宅

緩和ケア提供体制の充実を図ります。 

              (h) 府、関係団体、拠点病院等は、「京都府がん医療戦略推進会議」により、

がん治療や緩和ケアについての地域連携クリティカルパスを作成・普及

するなど、関係機関の連携や、在宅緩和ケア提供体制の充実を図ります。 

 

  d.施策目標 

目標項目 現状値 目標値 

地域医療支援病院の設置医療圏 

（京都府医療課調べ） 

3医療圏 

（平成23年度） 

全医療圏 

（平成29年度） 

多職種協働による在宅チーム医療を担う

地域リーダーの養成数 

（京都府地域包括ケア推進機構調べ） 

0人 

（平成23年度） 

150人 

（平成29年度） 

在宅医療を担うかかりつけ医の

リーダー養成数 

（京都府医療課調べ） 

0人 

（平成23年度） 

60人 

（平成29年度） 

末期のがん患者に対して在宅医療と提供

する医療機関数（再掲） 

（在宅末期医療総合診療料届出施設数、 

出典：診療報酬施設基準届出状況） 

273施設 

(平成24年1月) 

330施設 

（平成29年度） 

ターミナルケアに対応する訪問

看護ステーション数 

（出典:介護サービス施設・事業所調査） 

116施設 

（平成21年度） 

140施設 

（平成29年度） 
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  ④連携体制の強化 

ア.分野別目標（京都府がん医療戦略推進会議 地域連携部会調べ） 

目標項目 

連携の強化により、切れ目のない医療が受けられる体制の強化 

 

イ.各施策の現状・課題と方向性 

       a.現状 

○がん患者が、がんの病状や意向に応じて適切ながん医療を受けるためには、

府内の医療機関が、役割分担をした上で、入院治療から在宅医療に至るま

での切れ目のない連携体制を構築する必要があります。 

○これらの役割分担や連携、がん医療水準の向上については、単独の医療機

関だけでは対応が難しい問題もあることから、京都府では、京都府立医科

大学附属病院、京都大学医学部附属病院を中心に「京都府がん医療戦略推

進会議」を設置し、府、関係団体、拠点・連携・推進病院が連携して医療

水準向上や連携体制構築に向けた取組を進めています。 

○また、府内では拠点病院等や保健所を中心に、がんに関する地域医療連携

の会を開催し、地域医療機関同士の連携強化を図っている地域があります。 

○そうした中、連携を強化する取組の一環として、拠点病院等で手術を終え

て地域で経過観察を行う患者に切れ目なく質の高い医療を提供するため、

府内統一の地域連携クリティカルパスが作成され、約670の医療機関が参加

し運用を開始しました。 

また、緩和ケアに係る地域連携クリティカルパスの検討も進んでいます。 

   

【表10】府内統一地域連携クリティカルパスの参加医療機関 

（平成24年(2012年)12月現在）（出典： 京都府健康対策課調べ） 

計画策定病院 

（21） 

がん診療連携拠点病院（９） 

京都府がん診療連携病院（５） 

京都府がん診療推進病院（７） 

連携医療機関 

（664） 

胃がん届出医療機関（644） 

肺がん届出医療機関（568） 

大腸がん届出医療機関（639） 

乳がん届出医療機関（447） 

肝がん届出医療機関（605） 
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        b.課題 

○引き続き、病院とかかりつけ医等との連携体制を強化し、身近な地域での

療養を希望する患者に切れ目なく質の高い医療を提供していく必要があり

ます。 

○府内の地域連携クリティカルパスの適用件数はまだ多いとは言えないため、

各施設において適用しやすい体制を整えるとともに、現在の術後経過観察

のパス以外にもパスを拡大し、適用できる患者を増やしていく必要があり

ます。 

 

c.施策の方向 

            (a) 府、関係団体、拠点病院等は、「京都府がん医療戦略推進会議」により、

がん治療や緩和ケアについての地域連携クリティカルパスを作成・普及

するなど、がん医療水準の向上、連携体制の促進を図ります。(再掲) 

(b) 拠点病院等は、がんの地域連携に関する会議の開催等を通じ、標準的治

療や先進的な医療の情報を提供するとともに、地域の医療機関の診療機

能を把握し、連携体制を強化します。 

(c) 拠点病院等は、院内における地域連携クリティカルパスの運用体制を整

備し、その普及を図ります。 

(d) 府は、上記の地域連携の取組を支援します。 

 

       d.施策目標 

目標項目 現状値 目標値 

がんの地域連携の会実施

地域数 
-（平成24年） 10地域（平成29年） 

地域連携クリティカル 

パスの適用件数 

199件/8ヶ月 

（平成24年） 
900件/年（平成29年） 
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  ⑤小児がんへの対応 

   ア.分野別目標 

目標項目 

小児がん患者に対する診療体制、支援体制の強化 

 

イ.各施策の現状・課題と方向性 

（ア)医療体制 

       a.現状 

○小児がんは、小児の病死原因の中で第１位であり、成人のがんと異なり生

活習慣とは関係なく、乳幼児から思春期、若年成人まで幅広い年齢の多種

多様な種類があります。 

○京都府地域がん登録によれば、府内における0歳～19歳のがん患者数は年間

40人程度と少なく、京都府立医大附属病院、京都大学医学部附属病院を中

心に治療が行われています。 

○これらの大学病院においては小児科、小児外科を設置し、再発・難治例も

含め、幅広く小児がんに対応しています。 

○平成 24年(2012年)6月に策定された国の「がん対策推進基本計画」では、

小児がん拠点病院を整備し、小児がん患者等に対する診療・支援体制を充

実することされ、京都府では、平成25年(2013年)2月に京都府立医大附属

病院、京都大学医学部附属病院が指定を受けました。 

 

 

【表 11】京都府における0歳～19歳のがん患者数 

（出典：京都府地域がん登録） 

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 

34人 26人 33人 34人 56人 44人 
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b.課題 

○小児がんは患者数が少なく、多様な種類のがんが存在することから、小児

がん拠点病院を中心に治療の集約化を図り、質の高い医療を提供していく

必要があります。 

○また、小児がん患者は他府県の施設で治療を受けることも多いため、他府

県での治療受けた後、地域で療養を続ける患者へのフォロー体制、患児の

一時帰宅等を支える在宅療養環境の整備等にも取り組む必要があります。 

○また、思春期・若年成人に見られる骨軟部肉腫等の小児がんについては、

小児領域に多い疾患であるため、小児がん施設等で診療されることが望ま

しいですが、年齢的には小児と成人領域の間に当たるため、適切な治療体

制を構築していく必要があります。 

 

c.施策の方向 

            (a) 小児がん拠点病院は、集学的医療や緩和ケアの提供、セカンドオピニオ

ンの体制整備等小児がん診療機能等のさらなる強化を図るとともに、思

春期・若年成人の小児がんに対しても適切な治療を提供します。 

(b) 府及び小児がん拠点病院は、地域の小児がんに携わる医療機関との連携

体制を強化し、患者が早期に適切な治療を受けられる体制を整備します。 

(c) 府及び府内の小児がん拠点病院は、他府県の小児がん拠点病院・連携病

院等と連携し専門的治療の提供体制を整備します。 

(d) 府及び小児がん拠点病院は、小児がん対応の訪問看護ステーション等の

状況を把握し、連携を強化します。 

 

       d.施策目標 

目標項目 

小児がん拠点病院・連携病院の整備 

小児がん拠点・連携病院ネットワークの構築 
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（イ)患者の療養生活の支援 

       a.現状 

○小児がん患者や家族の療養生活を支えるため、病院における療養環境の整

備や社会制度による支援が行われています。 

○がん診療連携拠点病院等で、小児がん患者に適切な療育環境を提供するた

め、プレイルームや家族用宿泊施設の設置、保育士等の配置が行われてい

ます。 

○また、入院中も教育を受けられるように、院内学級が設置され、退院時も

復学支援が実施されている施設もあります。 

○小児がん患者及び家族への支援としては、小児慢性特定疾患治療研究事業

により、医療費が助成されています。また、京都府では、長期療養児に付

きそう家族のための宿泊費補助制度、家族への相談支援・交流会を運営し

ています。 

 

       b.課題 

○引き続き適切な療育・教育環境の提供に努めることや、患者とその家族に

対する相談支援等の体制を強化することが必要です。 

○また、患者団体や患者サロン、また、患者と同じような経験を持つ者によ

る相談等（以下、「ピア・サポート」）など、患者の心のケア・家族への

ケアについても強化していく必要があります。 

 

c.施策の方向 

            (a) 小児がん拠点病院は、小児がん患者や家族の療養生活を支援する制度の

情報提供に努めるとともに、療養支援担当者を配置するなど、患者・家

族の療養環境のさらなる整備に努めます。 

(b) 府は、引き続き患者・家族への支援を実施するとともに、小児がん患者

や家族の療養生活を支援する制度や小児がん経験者の自立支援団体に係

る情報提供を進めます。 

 

       d.施策目標 

目標項目 

小児がん相談担当窓口の設定 
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（ウ)長期的支援体制 

       a.現状 

○小児がん患者や、成長発達期に治療を行うことから、治癒した後も発育・

発達障害、二次がんなどの問題があり、日常生活や就学・就労に支障を来

すこともあるため、患者や家族に向けた長期的な支援や配慮が必要です。 

○そのため、大学病院では、小児がん経験者のための相談窓口や「長期フォ

ローアップ外来」の設置など、長期的支援の体制づくりを進めています。 

 

        b.課題 

○小児がん経験者の長期的問題は多岐にわたるため、小児科と成人診療科と

の連携体制を強化していくことが必要です。 

○また、治療の進歩により、病気を克服して大人になる方が増えており、患

者の就労に対し、支援を行っていくとも必要になっています。 

 

c.施策の方向 

            (a) 小児がん拠点病院は、小児科と成人診療科との連携体制を強化し、小児

がん経験者のための長期診療・フォローアップ体制の充実を図ります。 

(b) 府及び小児がん拠点病院は、地域の小児がんに携わる医療機関等との連

携体制を強化し、退院後に患者が住み慣れた地域で経過観察や支援等を

受けられる環境を整備します。 

(c) 小児がん拠点病院は、小児がん経験者やその家族に対する相談支援体制

を強化し、府はその周知に努めます。 

(d) 府は、就労支援に係る窓口を明確化し、周知するとともに、相談支援セ

ンター相談員や就労相談員等の関係者の連携を強化します。 

        

d.施策目標 

目標項目 

就労支援窓口の設定 
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  ⑥その他治療機能の充実 

   ア.分野別目標 

目標項目 

職種間連携や患者の療養生活を支えるケアの推進等による、患者の療養生活の質の

向上 

 

イ.各施策の現状・課題と方向性 

（ア)職種間連携の推進 

       a.現状 

○近年、医療の高度化や複雑化とニーズの多様化に伴い、専門医等の不足が

指摘されています。こうした医師等への負担を軽減し、より質の高い医療

を提供するため、多職種で医療にあたるチーム医療が求められるようにな

っています。 

○拠点病院等では、専門的な緩和ケアを提供するための緩和ケアチームが組

織され、医師、薬剤師、看護師に加え、理学療法士、歯科医師、管理栄養

士等が参画しています。 

チームに関わる職種は徐々に充実しており、また、化学療法等の分野でも、

チームが組織されている施設があります。 

 

        b.課題 

○各種がん治療における副作用・合併症の予防や軽減など、患者の更なる生

活の質の向上を目指し、医科歯科連携による口腔ケアの推進をはじめ、食

事療法などによる栄養管理の推進など、職種間連携を推進する必要があり

ます。 

○また、治療の影響や病状の進行に伴い、日常生活動作に障害を来し、著し

く生活の質が悪化する場合があることから、がん領域でのリハビリテーシ

ョンを推進していく必要があります。 

 

c.施策の方向 

            (a) 拠点病院等は、国において進められている制度の見直しを踏まえ、医科

歯科連携、栄養サポートチームとの連携、がん領域でのリハビリテーシ

ョンの実施などの職種間連携をさらに充実します。 

(b) 府は、府内の病院の取組を把握し、情報提供を進めます。 
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       d.施策目標 

目標項目 

各施設のチーム構成状況の調査・情報提供 

がんリハビリテーションを 

実施する医療機関数 

（出典：診療報酬施設基準） 

10（平成24年） 20（平成29年） 

 

 

 

（イ)臨床試験等のがん研究の推進  

       a.現状 

○京都府では、京都府立医科大学附属病院や、京都大学医学部附属病院をは

じめ各拠点病院等でがん診療に関しての臨床試験が行われており、一部の

先進医療にも対応しています。 

 

        b.課題 

○引き続き臨床試験制度を推進するには、患者の参加が不可欠であることか

ら、臨床試験等に対する情報提供・普及啓発に努める必要があります。 

 

c.施策の方向 

            (a) 両大学病院を中心とした、がん医療に携わる医療施設は、臨床試験への

参加を推進し、難治性希少がんへの対応を強化します。 

(b) 府及びがん医療に携わる医療施設は臨床試験制度についての啓発・情報

提供を進めます。 

 

       d.施策目標 

目標項目 

関係団体と連携した臨床試験制度の啓発、冊子等での案内 
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（ウ)その他療養生活等の質の向上の取組 

       a.現状 

○医療技術の進歩により、治癒するがん患者が増えましたが、リンパ浮腫等

の治癒後の副作用・合併症についての対応が重要となっています。 

○また、患者が納得して治療を受けるためには、病状や治療内容、それに伴

う副作用・合併症などについて説明を受け、十分に理解した上で治療方針

を選択するための「インフォームド・コンセント」が重要となります。 

○リンパ浮腫ケア、がん患者の自己決定の支援は診療報酬で評価され、徐々

に提供医療機関が拡大しつつあります。 

 

        b.課題 

○リンパ浮腫等、患者の療養生活の支援に向けたケアを充実させていく必要

があります。 

○インフォームドコンセントを徹底し、がん患者が納得して医療を受けられ

る環境づくりを推進する必要があります。 

 

c.施策の方向 

(a) 拠点病院等は、リンパ浮腫など、患者の療養生活の支援に向けたケアの

充実やインフォームドコンセントの徹底に取り組みます。 

        (b) 府は、リンパ浮腫、がん患者カウンセリング料等の患者の療養生活や自

己決定の支援に向けた取組について把握し、府民等に対する情報提供を

進めます。 

 

       d.施策目標 

目標項目 

提供施設の実態把握及びホームページ、冊子等での情報提供 

がん患者カウンセリング

料届出施設数（出典：診療

報酬施設基準） 

17（平成24年） 40（平成29年） 
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（４）がんに関する相談支援及び情報提供 

  ①相談支援・情報提供体制の充実、就労支援 

   ア.分野別目標 

目標項目 

患者の視点に立った、必要な情報を提供する体制の整備 

患者の療養生活に係る様々な不安を軽減する仕組みの強化 

 

イ.各施策の現状・課題と方向性 

       a.現状 

○がんに関する情報は、がんと診断され治療を受ける中で、がん患者やその

御家族が、がんを正しく理解し、不安を解消するのに役立ちます。 

○拠点病院等においては、患者や家族のがんに対する不安や疑問に適切に対

応するための相談窓口として相談支援センターを設置し、社会福祉士や看

護師などの専門職が相談に応じるとともに、セカンドオピニオンを実施し

ています。 

＜相談支援センターの業務＞ 

○がんの病態，標準的治療法等がん診療及びがんの予防・早期発見等に関

する一般的な情報の提供 

○診療機能，入院・外来の待ち時間及び医療従事者の専門とする分野・経

歴など，地域の医療機関及び医療従事者に関する情報の収集，提供 

○セカンドオピニオンの提示が可能な医師の紹介 

○がん患者の療養上の相談 

○地域の医療機関及び医療従事者等におけるがん医療の連携協力体制の

事例に関する情報の収集，提供 

○アスベストによる肺がん及び中皮腫に関する医療相談 

○HTLV-１関連疾患であるATL に関する医療相談 

○その他相談支援に関すること 

 

※相談支援センターでは、患者や家族からのがんの治療や療養生活全般の

質問や相談に対応し、さまざまな情報提供を行っています。相談は無料

で、病院で診療を受けていない方でも利用できます。 
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○拠点病院等では、がんに関する様々な相談により適切に対応できるよう、

相談支援センターの機能強化に取り組んでいます。 

＜拠点病院等における取組＞ 

・国立がん研究センターの実施する研修会の受講 

・京都府がん医療戦略推進会議 相談支援部会で、各施設の取組を情報共

有、研修会を開催 

・多職種の連携により対応力を強化するため、京都府立医科大学附属病院

相談支援センターに臨床心理士を配置   等 

○専門家によるサポートに加え、がんによる悩みや不安を共有する者が互い

にその思いを語り合い相談する場として、患者団体、患者サロン等は重要

な役割を果たします。 

そのため、拠点病院等の協力を得て患者サロンを運営する動きが進むとと

もに、京都府からも拠点病院等に患者サロンへの協力を要請し、患者サロ

ンの場所提供、勉強会や交流会の開催を推進してきました。 

○また、患者や御家族及び府民への情報提供として、国立がん研究センター

等と連携し、インターネット、冊子による情報提供を行っています。 

媒体 ホームページ、書籍の名称 

インター 

ネット 

国立がん研究センターがん情報センターがん情報サービス 

京都府がん情報ネット 

京都健康医療よろずネット 

冊子 
がんになったら手に取るガイド、がんの種類別情報冊子 

地域の療養情報 京都府版（作成中） 

電話 
患者必携サポート 

がん相談支援センター 

              ○平成20年(2008年)京都府地域がん登録によれば、20～59歳の働き盛り層の

がん患者は2,680人（18.2%）であり、がんの治療と就労の両立も問題にな

っています。一方で、がん医療の進歩とともに、身体に負担の少ない手術

により、入院期間や社会復帰までの期間が短くなるともに、外来化学療法

や放射線治療により、働きながら外来治療を行うことが可能となっていま

す。 

【表12】年齢別がん罹患者数（出典：平成20年(2008年)京都府地域がん登録） 

  0-9歳 10-19歳 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70-79歳 80歳- 

罹患数 27 17 73 322 651 1,634 3,588 4,643 3,717 

割合 0.2% 0.1% 0.5% 2.2% 4.4% 11.1% 24.5% 31.6% 25.3% 
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【図14】がんの診断・治療に伴う働き方の変化 

    （出典：厚生労働省がん臨床研究事業「働くがん患者と家族に向けた包括的就業支援システムの構築に

関する研究」班 「治療と就労の両立に関するアンケート調査」 結果報告書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図15】がんの診断・治療に伴う退職・異動の経緯 

    （出典：厚生労働省がん臨床研究事業「働くがん患者と家族に向けた包括的就業支援システムの構築に

関する研究」班 「治療と就労の両立に関するアンケート調査」 結果報告書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○がん患者の就業継続に関しては、被用者保険における欠勤時の傷病手当金

制度や、解雇・退職勧奨・休暇等の労働問題に関する相談窓口、拠点病院

等の相談支援センターによる相談が行われており、やむを得ず離職した患

者の就労支援については、雇用保険制度の他、ハローワークによる職業紹

介、京都ジョブパークによる総合的な就労支援等がおこなわれています。 
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        b.課題 

○相談支援センターについては、多職種連携・院内診療科との連携を図り、

心の問題も含め対応力を強化する必要があります。また、相談支援センタ

ー間で相談の質を均てん化し、全ての相談支援センターで適切な情報提

供・支援ができる体制を徹底することが望まれます。 

       ○また、相談支援センターやセカンドオピニオンについて院外・院内双方に

広報を強化し、活用しやすい体制を整備していく必要があります。 

○患者の疑問や不安に丁寧に答えていくためには、かかりつけ医や看護師等

患者に身近な医療従事者と連携して相談支援、情報提供を行う体制を構築

していくことが望まれます。 

○引き続き患者団体や患者サロン、ピア・サポートを充実させるため、これ

らの活動を支援していく必要があります。 

○情報提供に関しては、患者の判断・選択に資する情報や患者の療養生活を

支援する制度に関する情報等をわかりやすく、患者に見えやすいかたちで

提供していく必要があります。また、インターネットを閲覧できない方向

けの資料の充実・普及も必要です。 

情報提供に当たっては、府や医療関係者だけでなく、企業・患者団体等と

の連携も図ることが望まれます。 

○仕事をしながら治療する患者、就労を望む患者への支援を強めるため、が

ん相談支援センターや労働相談、就労支援関係機関の連携強化が必要です。 

○患者に即した支援を行っていくために、診断後治療開始前、治療中、治療

後等、患者の治療の進行度合いに合わせた支援体制を構築していくことが

必要です。 

○遺族に対するグリーフケアについても取り組んでいく必要があります。 

 

c.施策の方向 

            (a)診断後治療前 

○この時期は、治療に対する不安や、医療機関・治療法に対する情報不足

が問題となるため、がんに関する情報を幅広く収集・提供する体制の整

備などに取り組みます。 

ⅰ) 府及び拠点病院等は、国立がん研究センターや府が作成した冊子を

医療機関に配布するなど周知するとともに、セカンドオピニオン窓

口等をホームページや地域の療養情報に関する冊子により広く周知

します。 
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ⅱ) 企業や患者団体、医療関係団体は、独自のルートを活用し、国立が

ん研究センターや府が作成した冊子や情報について、がん患者や家

族への提供に協力します。 

ⅲ) 府は、がんの病態や治療法、地域の医療機関のがん医療の特長や生

活に関する情報等、幅広い情報収集・提供の仕組みや、より利用し

やすいセカンドオピニオンの提供体制を整備します。 

ⅳ) 医療関係団体及び拠点病院等は、周辺医療機関に呼びかけるなど府

民への情報提供のための調査に協力するとともに、がんに関する情

報提供媒体を積極的に広報します。 

ⅴ) かかりつけ医や看護師等患者に身近な医療従事者は、患者や家族が

納得して治療法が選べるよう病気や治療法の理解を助けるよう努め、

府及び拠点病院等は、地域連携に関する会議等を通じ、これらの地

元の関係者に治療法等に関する情報を提供します。 

 

(b)治療中 

○この時期は、治療の副作用に対する不安や療養生活を送る上での疑問、

治療と仕事との両立、治療費や生活費等に関する悩み等が問題となるた

め、がん患者一人ひとりの悩みや不安に適切に対応し、支援していくた

めの体制を整備・充実します。 

ⅰ) 府及び拠点病院等は、地域の療養情報に関する冊子や窓口一覧を配

布するなど、相談支援センターや患者の療養生活を支援する制度等

の周知に努めます。 

ⅱ) かかりつけ医や看護師等患者に身近な医療従事者は、相談支援セン

ターやソーシャルワーカー等の相談窓口や患者の療養生活を支援す

る制度の情報提供に努め、府及び拠点病院等は、地域連携に関する

会議等を通じ、これらの地元の関係者に治療法等に関する情報を提

供します。 

ⅲ) 拠点病院等は、相談支援センターに配置されている職種・人員を充

実させるとともに、相談支援員と院内の診療科、他職種との連携を

さらに充実し、副作用等に対する相談・支援体制を充実させます。 

ⅳ) 拠点病院等は、研修の実施や国立がん研究センターの相談員基礎研

修を受講するなど、相談技術の向上を図り、府はそれを支援します。 
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ⅴ) 府は、がんの病態や治療法、医療機関やがん患者等の療養生活上の

悩みなどに関する総合的で、利用しやすい相談窓口を整備し、相談

内容に応じて専門機関・関係団体と協働して患者等に寄り添いなが

ら対応する体制を整えます。 

ⅵ) 府及び拠点病院等は、患者団体・患者サロン・遺族団体の活動に協

力するとともに、その担い手を養成するなど、こうした活動を普及・

支援します。また、その他のがん患者の療養生活を支える団体の活

動を支援します。 

ⅶ) 府は、患者団体・患者サロンの情報を把握の上、地域の療養情報に

関する冊子やホームページ等で紹介・広報します。 

ⅷ) 企業は、がん患者や家族が働きながら療養・介護ができるよう配慮

するとともに、そのための環境の整備に努めます。 

ⅸ) 府は、「京都府がん対策推進府民会議」のネットワークを活用し働き

かけるなど、企業に対し働きながら治療が可能であること等の正し

い知識の普及に努めます。 

ⅹ) 府は、産業医、企業人事担当者、労働相談部門、相談支援センター

等と連携し、がん患者の労働に関する相談体制を充実します。 

ⅺ) 医療機関は、患者が働きながら治療を受けられるよう配慮します。 

 

(c)治療後 

○この時期は、治療後の療養生活を送る上での疑問や再発の不安、社会復

帰に向けての不安、やむを得ず仕事を辞めた方については再就職等が問

題となるため、そのための対策を実施します。また、家族・遺族に対す

る支援にも取り組みます。 

ⅰ) かかりつけ医や看護師等患者に身近な医療従事者は、患者や家族の

療養生活の不安や悩みに対する相談に答えるよう努め、府及び拠点

病院等は、これらの地元の関係者に地域連携に関する会議等を通じ、

情報を提供します。 

ⅱ) 府及び拠点病院等は、患者団体・患者サロン・遺族団体の活動に協

力するとともに、その担い手を養成するなど、こうした活動を普及・

支援します。また、その他のがん患者の療養生活を支える団体の活

動を支援します。（再掲） 

ⅲ) 府は、患者団体・患者サロンの情報を把握の上、地域の療養情報に

関する冊子やホームページ等で紹介・広報します。（再掲） 
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ⅳ) 府は、やむを得ず退職したがん患者の就労支援に係る窓口を明確化

し、地域の療養情報に関する冊子やホームページ等で周知するとと

もに、相談支援センター相談員や就労相談員等の関係者の連携を強

化するなどして、患者の就労を支援する体制を整備します。 

 

d.施策目標 

目標項目 

相談支援センターの相談件数 

（京都府健康対策課調べ） 

現状値 目標値 

1,240件/月 

（平成23年度） 

3,000件/月 

（平成29年度） 

相談支援センターに4種類以上

の職種を配置している拠点病院

等の割合（出典：がん拠点病院

等現況報告） 

19％ 

(平成24年度) 

100％ 

（平成29年度） 

京都府がん診療連携病院・推進

病院のうち、相談支援センター

に専任又は専従職員を配置して

いる施設の割合（出典：がん拠

点病院等現況報告） 

67％ 

(平成24年度) 

100％ 

（平成29年度） 

相談支援員基礎研修修了者を相

談支援センターに配置している

拠点病院等の割合 

(京都府健康対策課調べ） 

90％ 

（平成24年度） 

100％ 

（平成29年度） 

がん患者の就労支援に係る相談

人数 

－ 

（平成24年度） 

270人/年 

（平成29年度） 

患者サロン等の担い手養成研修 

修了者数 

－ 

（平成24年度） 

200人 

（平成29年度累計） 

がん医療マップ（仮称）の作成・提供 

総合的な相談体制の整備 
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  ②がん登録の推進 

   ア.分野別目標 

目標項目 

がん登録データを検診、医療等の行政施策の評価に活用するとともに、医療関係

者・府民に利用しやすいデータとする 

 

イ.現状・課題と方向性 

       a.現状 

○がん登録とは、がんの発生状況・治療の実態等を把握し、がん対策の策定・

評価に役立てるために、がん患者の診断・治療等に関する情報を収集・分

析する仕組みのことです。 

＜がん登録で把握できる主な指標＞ 

○罹患数 ・・・がんにかかった人の数 

 ・どのような年代ががんに係りやすいか 

 ・がんに係る人は増えているのか、減っているのか 

○進行度 ・・・がんが見つかったときの進み具合 

 ・早期に見つかるのと、進行して見つかるのでは、 

  治療後の生存率が違う。 

 ・がん検診が効果的に実施されているのかの手がかり 

○生存率 ・・・直りやすさの目安 

 ・例えば「5年生存率」は、がんと診断され、5年経過 

  した時点で生存している人の割合。 

 ・治療方針を決める上で重要な情報の一つ 

○がん登録は、医療機関が行う院内がん登録、自治体が行う地域がん登録、

学会や研究会等が行う臓器がん登録があり、京都府でも、拠点病院等を中

心に院内がん登録、京都府及び京都府医師会により地域がん登録が行われ

ています。 

○京都府では、院内がん登録の実施を拠点病院等の指定要件に定め、その普

及を促進するとともに、がん診療連携拠点病院、京都府がん診療連携病院

に対しては実施経費を補助してきました。 

○また、登録を正確に行うため、国立がん研究センター実施研修の受講を推

奨するとともに、京都府がん医療戦略推進会議院内がん登録部会で研修を

開催しています。 
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○地域がん登録は、医療機関から提出された届出票等を集計・分析しており、

登録率を高め、正確なデータを得るためには、医療機関の協力が不可欠で

す。京都府では、平成22年（2010年）から、院内がん登録で採用されてい

る全国標準様式を導入し、地域がん登録に協力しやすい環境を整備しまし

た。また、平成22年（2010年）から、地域がん登録への届出は診療報酬上

も評価され、登録精度は近年向上しています。 

 

【表13】京都府のがん登録の現状（出典:京都府がん登録） 

 死亡数 罹患数 
ＤＣＯ 

割合 
Ｉ/Ｄ比 

平成15年 6,480 8,863 46.8 1.37 

平成16年 6,770 9,640 44.4 1.45 

平成17年 6,708 10,371 40.6 1.55 

平成18年 6,997 10,677 38.7 1.53 

平成19年 6,866 13,972 26.7 2.03 

平成20年 7,176 14,672 23.4 2.04 

 

        b.課題 

○より多くの届出票を集め、がんの発生状況・治療の実態等をより正確に把

握するためには、医療機関や患者・家族を含めた府民の理解を促進してい

く必要があります。 

○がん登録においては、条件別の患者の生存率を評価し、治療法や施策を評

価することが重要であり、京都府の地域がん登録においては人口動態統計

を活用し患者の生存・死亡状況を確認していますが、より正確に生存率を

算定するためには、患者の生存・死亡状況を確認する「予後調査」を行う

ことが望ましいとされています。 

○また、院内がん登録においても予後調査を行うことが望ましいとされてい

ますが、個人情報の保護の観点から、各医療機関単位での情報収集には限

界があり、地域がん登録と連携した予後調査体制の構築が望ましいとの指

摘があります。 

○平成24年(2012年)6月に、国において策定された「がん対策推進基本計画」

においては、がん登録について法的位置づけの検討も含め、効率的な予後

調査体制を構築することとされ、がん登録の法制化が検討されています。 
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○がん登録データは現在、がん患者や治療法の現状把握、がん検診啓発時の

関連データ等に利用されていますが、さらに詳しい分析を行い幅広く施策

に活用することが求められます。 

 

c.施策の方向 

(a) 府及び府医師会は、地域がん登録の精度向上のため、引き続き医療機関

の届出を推進するとともに、がん登録の意義や内容について府民への周

知や情報提供を進めます。また、生存確認調査の実施等の実施手順につ

いても必要に応じて見直しを行います。 

(b) 院内がん登録実施施設は、担当者に国立がん研究センターの研修を受講

させるなど、届出票の精度向上に努めます。 

(c) 府は、がん登録法制化の動きも踏まえ、院内がん登録実施病院の予後調

査を支援するための仕組みを検討します。 

(d) 府は、がん登録集計データを施策や各団体の取組に活用するため、より

詳細なデータを分析・提供するための仕組みを構築します。 

 

       d.施策目標 

目標項目 現状値 目標値 

ＤＣＯ割合 

（出典：京都府がん登録） 
23.4（平成20年） 10.0（平成29年） 

拠点病院等における院内

がん登録実務初級者研修 

修了者配置状況 

（京都府健康対策課調べ） 

90％（平成24年度） 100％（平成29年度） 
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５ 計画の推進 

（１）計画の推進と関係者の役割 

 

がん対策を総合的に推進していくためには、がんの予防からがんの早期発見、診断、

治療に至るまで、府民をはじめ、がん対策に携わる関係者、一般企業、教育関係者等が

連携しながら一体となった取組をすすめる必要があります。 

 

   そのため、計画の推進に当たっては、府は、各項目に記載する取組を進めるとともに、

計画の趣旨及び内容を市町村や医療関係団体、患者団体、一般企業、教育関係者等に幅

広く周知し、各項目に記載する取組を進めるよう協力を求めることとします。 

   協力を求めるに当たり、予防や早期発見、患者への情報提供に関する取組については、

幅広く府民運動として展開していくことが必要であるため、主として「京都府がん対策

推進府民会議」のネットワークを活用することとし、参画団体に働きかけるとともに、

さらに多くの団体の参加を呼びかけることとします。 

また、がん医療提供体制にかかる取組については、専門的な見地で取り組むことが必

要であるため、主として「京都府がん医療戦略推進会議」を中心に関係団体に協力を呼

びかけることとします。 

 

 市町村や医療関係団体、患者団体、一般企業、教育関係者等は、本計画の趣旨を尊重

し、府の呼びかけに対し、できるかぎり協力することが望まれます。 

 

 

（２）計画の進行管理 

 

府は、市町村、関係団体及び医療機関などからの情報収集や、統計調査の活用等によ

り、定期的に施策目標や事業の進捗状況を把握し、がん対策の進行管理を行います。 

府は、毎年「京都府がん対策推進協議会」にがん対策の進行状況を報告し、その意見

を聞きながら施策を評価し、必要に応じ変更を加えながら実行していきます。 
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計画の推進体制について 
 
 
 
 
 
 
  

４４ｚ 

 
 
 
 
 
 

 

 

①京都府がん対策推進協議会 

（京都府がん対策推進条例第16条・第17条） 

 

検討事項：がん対策推進計画 
○構成員 

・市町村 
・がん対策関係者(保健医療関係者等) 
・がん患者・家族・遺族 
・学識経験者           等 

 

③京都府がん対策推進府民会議（京都府がん対策推進条例第 18条第 2項） 

検討事項：予防、早期発見、情報提供等の府民運動の推進 
 
○構成員：京都府、市町村、保健医療関係者、民間企業、ＮＰＯ法人 

がん患者・家族・遺族、教育機関、報道機関、学識経験者 等 

 

京都府 
 
 
 
 
 

がん対策（予防､早期発見、 
医療、情報提供）の推進 

がん対策推進計画の 
策定・変更 

 

（総合的ながん対策の検討） 

（府民運動の推進） 

（医療水準の向上） 
 

②京都府がん医療戦略推進会議（京都府がん対策推進条例第 9条第 2項） 

検討事項：がん医療体制の整備、推進方策議論 
 
○構成員：京都府、京都府立医科大学、京都大学、その他医療機関 
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６ 用語集 

 

＜あ行＞ 

○Ｉ／Ｄ比 

地域がん登録の精度（正確さ）を表す指標の一つ。Ｉ／Ｄ比とは、がん罹患数の、がん死

亡数に対する比率のこと。生存率が低い場合、あるいは、届出が不十分な場合に低くなる。

一方、生存率が高い場合、あるいは、患者の同定過程に問題があり、１人の患者を誤って

重複登録している場合に高くなる。現在の生存率に基づいた場合、全がんで1.8～1.9程度

が妥当と考えられている。 

 

○インフォームドコンセント 

患者が医師や看護師らから病状や治療方針などについて十分な説明を受け、理解、納得し

た上で治療に同意すること。「十分な説明に基づく同意」と訳される。 

 

 

＜か行＞ 

○（がん）患者団体（＝がん患者会） 

 同じ病気や障害、症状など、何らかの共通する患者体験を持つ人たちが集まり、自主的に

運営する団体のこと。お互いの悩みや不安を共有したり、情報を交換したり、団体によっ

ては患者のための支援プログラムを用意していたり、社会に対する働きかけを行う活動を

している団体もある。 

 

○（がん）患者サロン 

 患者やその家族など、同じ立場の人が、がんのことを気軽に本音で語り合う交流の場。が

ん拠点病院等や公共施設・世話人の自宅等で開催されている。 

 

○がん検診評価のためのチェックリスト 

「今後の我が国におけるがん検診事業評価の在り方について 報告書」（平成２０年（２０

０８年）３月 がん検診事業の評価に関する委員会）で提示されているチェックリストの

こと。胃・肺・大腸・乳・子宮頸がん検診について、検診実施機関用、市町村用、都道府

県用が示されている。 

検診実施機関用は検診項目や検査の実施方法等、市町村・都道府県用はがん検診の精度管

理指標の把握・事業評価等について項目が設けられており、取組状況を自己点検できるよ

うになっている。 
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○がん相談支援センター 

 がん診療連携拠点病院に設置されている相談窓口。京都府では、京都府がん診療連携病院

や京都府がん診療推進病院にも設置されている。 

患者等からの療養上の相談への対応や、がんの予防・早期発見・地域の医療機関に関する

情報の収集・提供等を行っている。 

 

○がん発見率 

がん検診受診者のうち、がんが発見された者の割合。がん発見率は高いことが望ましい。

ただし、がん発見率は、がん検診の対象者の有病率によって異なることから、対象集団が

異なる場合には単純に比較できないことに留意することが必要である。 

 

○がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン 

文部科学省が、国公私立大学から申請されたプログラムの中から、質の高いがん専門医等

を養成し得る内容を有する優れたプログラムに対し財政支援を行う事業。複数の大学が共

同で専門家の養成プログラムを実施する事が多い。京都府では京都府立医科大学附属病院、

京都大学医学部附属病院を含む養成プログラムがそれぞれ採択されている。 

 

○緩和ケア外来 

通院中のがん患者やその家族に対して、身体的・精神的苦痛を軽減し生活の質を高めるた

めの緩和ケアを行う専門外来のこと。 

 

○緩和ケアチーム 

がん患者の身体的・精神的苦痛を軽減し生活の質を高めるための緩和ケアを行う多職種に

よる専門チームのこと。主治医や担当看護師と連携して適切な緩和ケアが治療の早期段階

から行われるよう、診療やカンファレンスを行う。 

 

○緩和ケア病棟・病床 

主として末期のがん患者等を入院させ、患者や家族の身体的・精神的苦痛を軽減し生活の

質を高めるための緩和ケアを行う病棟・病床のこと。緩和ケア病棟については、国により

診療報酬の「緩和ケア病棟入院料」の施設基準が設けられている。 
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○肝疾患診療連携拠点病院 

都道府県における肝疾患診療ネットワークの中核として、かかりつけ医や専門医療機関に

対する支援を行うなど、診療体制を整備する役割を担う病院のこと。肝疾患に関する相談

にも応じている。京都府では京都大学医学部附属病院、京都府立医科大学附属病院を肝疾

患診療連携拠点病院に指定している。 

 

○キャンサーボード 

手術、化学療法、放射線療法等の専門的な知識を持つ医師、画像診断、病理診断等を担当

する医師やがん医療に携わる専門職等が職種を越えて集まり、がん患者の症状・状態・治

療方針等を意見交換・共有・検討するための会議のこと。 

 

○京都府がん医療戦略推進会議 

京都府におけるがん医療の均てん化、がん診療に係る連携協力等を推進するために、がん

診療連携拠点病院等で構成する会議。 

京都府では、がん診療連携拠点病院及び京都府がん診療連携病院、京都府医師会、京都府

病院協会、京都私立病院協会で構成されている。 

 

○均てん化 

全国どこでもがんの標準的な専門医療を受けられるよう、医療技術等の格差の是正を図る

こと。 

 

○国指針に基づく緩和ケア研修 

がん医療に携わる医師が緩和ケアに関する基本的な知識を習得することを目的に、がん診

療連携拠点病院等で実施している研修のこと。国の指針によりプログラムや講義時間等が

定められており、開催するには厚生労働省による指針適合の確認が必要。 

 

○国民生活基礎調査 

厚生労働省が毎年行う調査。世帯ごとの平均所得や人員構成等について、対象者を無作為

に抽出して調査する。 

また、３年に１度、大規模調査として保健・医療・福祉・介護等について調査するが、そ

の際、がん検診受診状況についても調査している。 

「地域保健・健康増進事業報告」は、市町村の行う住民がん検診の結果が集計されるが、

国民生活基礎調査は、職場でのがん検診受診者や個人的に人間ドックを受けた者の状況も

把握できる。 
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○５年生存率 

がんと診断された患者数を分母として、診断後、一定期間（５年間）生存した患者数の割

合を示す値。 

生存率は、計算する対象の性別や年齢、進行度（早期のがんか進行したがんか）や、計算

する対象の選び方（外来患者を含めるか、入院患者だけか、来院した患者すべてかなど）

に大きく影響を受ける。そのため、複数の施設（病院）を比較したり、いくつかの部位を

比較する場合は、どのような対象について生存率を計算しているか注意する必要がある。 

 

 

＜さ行＞ 

○在宅療養支援診療所 

一定の診療報酬上の評価のもとに、24時間連絡を受ける医師または看護職員を配置し、24

時間の往診及び訪問看護の提供が可能な体制を確保するとともに、当該診療所において、

または他の医療機関との連携により在宅療養患者の緊急入院を受け入れる体制を確保して

いるなどの要件を満たした診療所。 

 

○集学的治療 

がんの種類や進行度に応じて、手術治療、放射線治療、薬物療法などを単独で行うのでは

なく、組み合わせて治療を行うこと。治療法の組み合わせによって、予想される副作用や

治療期間も異なる。 

 

○死亡率 

人口に対する一定の時間内（通常１年）における死亡数を人口で割ったもので、この計画

では、人口は10万人当たり（10万対）を用いており、次の式で算出される。 
   

死亡率＝死亡数÷人口×100,000 

 

○精検受診率 

要精検者のうち、精密検査を受けた者の割合。精検受診率は高いことが望ましい｡ 

 

○セカンドオピニオン 

患者が検査や治療を受けるにあたって、主治医以外の医師に求めた「意見」、または「意

見を求める行為」。 

 



 
76 

＜た行＞ 

○地域がん登録 

京都府に居住するすべてのがん患者の情報を、発病から治療、死亡に至るまでの全過程の

医療情報を多方面より集め、個々の患者ごとに集約したもの、これらの情報をもとに罹患

率の測定、受療状況の把握、生存率の測定、がん予防や医療活動の評価、医療機関におけ

るがん医療の評価の援助及び疫学研究を行うことを目的としている。 

 

○地域・職域連携推進会議 

府、市町村、事業者及び医療保険者等の地域と職域の関係者が相互に情報交換を行うこと

で、保健事業に関する共通理解を図り、生涯を通じた健康づくりのために必要な課題やそ

の解決のための施策を検討する会議。 

 

○地域保健医療協議会 

地域ごとに異なる医療資源や患者の受療動向を踏まえて、それぞれの実情に即した課題解

決を図る観点から、二次医療圏を基本とする単位で、京都府の保健所が事務局となり開催

する会議。   

地域の保健・医療・福祉の関係団体、市町村、消防組合等で構成し、主要な疾病（がん、

脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）や小児医療等医療事業に係る連携のあり方と対策をテー

マに検討している。  

 

○地域連携クリティカルパス 

医療機関から在宅へ安心して戻れるよう切れ目のない医療を提供するため、急性期から回

復期、維持期にいたる医療連携クリティカルパス（共同でつくる診療計画）に保健福祉サ

ービスを含め、関係者と利用者が共同して作成するケア計画のこと。 

（参考）クリティカルパスとは、入院から退院までの計画であり、検査の予定や治療の内容、リハビリテーシ

ョンの計画、いつ頃どの様な状態になれば退院することができるかなどを一覧表にしたもの。 

 

○転帰 

病気の治療の経過及び結果。治癒や死亡などをいう。 
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○ＤＣＯ割合 

地域がん登録の精度（正確さ）を表す指標の一つ。ＤＣＯとは、医療機関からの届出が無

く、人口動態統計の死亡票のみによって登録されたがん患者のことであり、全登録数にお

けるＤＣＯの割合がＤＣＯ割合である。ＤＣＯ割合が低いほど届出漏れが少なく、精度の

高いがん登録とされる。 

 

○特定給食施設 

特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給する施設のうち栄養管理が必要なものとし

て厚生労働省令で定める施設。継続的に１回100食以上または１日250食以上の食事を供給

する施設。 

 

 

＜な行＞ 

○年齢調整死亡率 

年齢構成が著しく異なった集団の死亡率や、特定の年齢層に偏在する死因別死亡率などを

比較する場合、年齢構成の差を取り除く必要がある。それを取り除くひとつの方法として

年齢調整死亡率があり、次の式で算出される。 
 

年齢調整死亡率＝（観察集団の年齢階級別死亡率×基準となる人口集団の年齢階級別人口）

の各年齢階級の総和÷基準となる人口集団の総人口 
 

基準となる人口は昭和60年モデル人口を用い、通常は人口10万人当たり（10万対）で表す。 

 

○二次医療圏 

 主に病院の病床を整備することを目指して定められる地域的単位のこと。医療法にもとづ

いて、地理的なつながりや交通事情などを考慮して定められる。医療施策においては、二

次医療圏の中で、手術や救急などの一般的な医療が完結している状態を目指すこととされ

ている。 
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＜は行＞ 

○ピア・サポート 

 同じような悩みあるいは経験を持つグループの中で、同じ仲間として対等な立場で行われ

る支援のこと。ピア（peer）とは「仲間」という意味。 

 がんにおけるピア・サポートは、患者や家族の悩みや不安に対して、がん経験者が自分の

経験を活かしながら相談や支援を行うといったかたちでの取組。 

 

○標準的治療 

科学的根拠に基づいた観点で、現在利用できる最良の治療であることが示され、ある状態

の一般的な患者に行われることが推奨される治療のこと。標準治療とも言う。がんの種類、

進行度に応じて定められており、多くの臨床試験等から得られたデータをもとに医学学会

等で検討される。 

なお、「最先端の治療」が最も優れているとは限らない。最先端の治療は、開発中の試験的

な治療として、その効果や副作用などを調べる臨床試験で評価され、それまでの標準治療

より優れていることが証明され推奨されれば、その治療が新たな「標準治療」となる。 

 

○標準登録方式 

第３次対がん総合戦略研究において、国立がん研究センターが決めたがん登録の標準方式。

登録する項目や手順の標準的方法を定めている。 

今まで、地域により登録方法が異なっていたが、この方式で登録することにより、全国の

がんの罹患の把握や地域間比較等が可能になり、科学的根拠に基づくがん対策を策定し、

国民及び地域住民に正しい情報を提供することができるようになる。 

 

○訪問看護ステーション 

かかりつけ医師の指示にもといづいて看護師が訪問し、自宅で高齢者や障害のある人など

に看護サービスを提供する事業所。 

 

○保険適用による禁煙治療 

平成１８年（２００６年）４月から禁煙治療に健康保険が適用されることとなり、施設基

準を満たす医療機関において、一定の基準を満たす患者に対し禁煙治療を行った場合は保

険適用となった。 

 

 

 



 
79 

 

＜ま行＞ 

○無菌調剤薬局 

在宅での輸液療法（高カロリー輸液製剤などの無菌製剤）を行うための無菌操作を行うた

めの設備（クリーンベンチ）を備えた薬局。 

 

 

＜や行＞ 

○要精検率 

 がん検診受診者のうち、精密検査が必要とされた者の割合。要精検率が高い場合には、精

密検査が必要でない者が「要精検」と判定されている可能性があり、逆に要精検率が低い

場合にはがんを早期かつ適切に発見できていない可能性がある。 

 

○陽性反応的中度 

検診結果が「要精検」の者のうち、がんが発見された者の割合。基本的には高い値が望ま

しい。 

 

○予後情報 

手術や病気、創傷からの回復の見込みを予後という。予後とはあくまでそれまでの経験や

観察に基づいた見通しである。予後情報とは予後を提示するための情報である。致死的な

疾患に対する回復の見込みを立てるための予後情報には、生存率が指標として広く使われ

ている。 



 
80 

京都府がん対策推進計画策定経緯 

 

時 期 
協議会 

開催 
内 容 

平成24年1月20日 第1回 計画見直し全般に係る論点・意見整理 

平成24年3月26日 第2回 予防・早期発見に係る計画案議論 

平成24年6月11日 第3回 医療提供体制の充実に係る計画案議論 

平成24年7月30日 第4回 情報提供・支援等に係る計画案議論 

平成24年9月7日 第5回 計画骨子案議論 

平成24年10月19日 第6回 計画案（全体版）議論 

平成24年11月12日 第7回 京都府がん対策推進計画（中間案）策定 

平成24年12月19日  府議会報告 

平成24年12月27日 

～平成25年1月24日 
 パブリックコメント 

平成25年2月6日 第8回 
パブリックコメントによる修正 

京都府がん対策推進計画（最終案）策定 

平成 25年 3月  府議会報告、京都府がん対策推進計画 策定 
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京都府がん対策推進協議会関係規定 

 
 
 ○京都府がん対策推進条例（がん対策推進協議会関係抜粋） 
 
 （がん対策推進計画） 
 第16条 知事は、がん対策基本法第11条第１項に規定する都道府県がん対策推進計画
  の策定又は変更に当たっては、京都府がん対策推進協議会の意見を聴くものとする 
 
 （がん対策推進協議会） 
 第17条 前条の規定による知事の諮問のほか、がん対策に関する重要事項の調査審議 
  を行わせるため、京都府がん対策推進協議会（以下「協議会」という。）を置く。 
 ２ 協議会は、委員25人以内で組織する。 
 ３ 委員は、市町村、がん対策関係者、がん患者等、学識経験を有する者その他適当 
  と思われる者のうちから、知事が任命する。 
 ４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と 
  する。 
 ５ 前各項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で 
  定める。 
 
 
 ○京都府がん対策推進条例施行規則（がん対策推進協議会関係抜粋） 
 
 （協議会の会長） 
 第９条 京都府がん対策推進協議会（以下「協議会」という。）に会長を置き、委員 
  の互選によってこれを定める。 
 ２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 
 ３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員 
  が、その職務を代理する。 
 
 （協議会の会議） 
 第10条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 
 ２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 
 ３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長 
  の決するところによる。 
 
 （意見の聴取） 
 第11条 協議会は、調査審議のため必要があるときは、関係者等の出席を求め、意見 
   を聴くことができる。 
 
 （協議会の庶務） 
 第12条 協議会の庶務は、健康福祉部において処理する。 
 
 （会長への委任） 
 第13条 この規則に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、 
   会長が協議会に諮って定める。 
 
 （委任） 
 第14条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、知事が 
   別に定める。 
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京都府がん対策推進協議会 委員名簿(五十音順) 
任期 平成24年1月20日～平成26年1月19日 

氏名 所属団体・役職 

東  憲彦 京都府 PTA協議会 会長 (~H24.7.23) 

有賀 美砂 株式会社京都新聞社 論説委員 

今西 美津恵 公益社団法人 京都府看護協会 第一副会長 

内田 寿恵 京都市 PTA連絡協議会 副会長 

宇野  進 社団法人 京都府薬剤師会 副会長 

小笠原 英子 京都がんサロン レモンタイム 代表 

岡本 佐登美 京丹波町保健福祉課長 (H24.6.4~) 

小谷 秀 京都府 PTA協議会 理事 (H24.7.24~) 

梶田 芳弘 公立南丹病院 病院長 

木村 好美 京都市保健福祉局保健衛生推進室 担当部長 

久貝 和子 京都府連合婦人会 事務局長 

栗岡 成人 京都府がん患者団体等連絡協議会 会長 

栗本 芾子 京都市地域女性連合会 常任委員 

佐藤 篤彦 財団法人 京都予防医学センター専務理事・附属診療所長 

千葉  勉 京都大学医学部附属病院 がんセンター長 

堂本 光浩 京丹波町保健福祉課長 (~H24.6.3) 

中村 悦雄 京丹後市健康長寿福祉部長 

野口 雅滋 京都府病院協会 副会長 

橋本 真由美 特定非営利活動法人キャンサーネットジャパン大阪事務局 

冨士原 正人 社団法人 京都私立病院協会 副会長 

三木 恒治 京都府立医科大学附属病院 病院長 

森 洋一 社団法人 京都府医師会 会長 

安岡 良介 社団法人 京都府歯科医師会 副会長 

安田 雄司 特定非営利活動法人京都禁煙推進研究会副理事長 

山岸 久一 京都府特別参与 

山田 晧子 明治国際医療大学看護学部長 

由井 佳子 あけぼの会京都支部 支部長代行（前支部長） 

委員数 ２５名 


